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1. 概要 

本計算書はⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」の構造強度及び機能維持の設計方針並び

にⅥ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に基づき，原子炉建物水密扉，ター

ビン建物水密扉，廃棄物処理建物水密扉，ディーゼル燃料移送ポンプエリア水密扉，制

御室建物水密扉，サイトバンカ建物水密扉，取水槽除じん機エリア水密扉，取水槽海水

ポンプエリア水密扉，復水貯蔵タンクエリア水密扉及び屋外配管ダクト（B-ディーゼル

燃料貯蔵タンク～原子炉建物）エリア水密扉（以下「水密扉」という。）が地震力に対

して十分な構造強度及び止水性を有していること，溢水伝搬を防止する機能を維持する

ために，十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

その耐震評価は，水密扉に要求される機能の維持を確認するために，応力評価に基づ

く，構造部材の健全性評価により行う。 

水密扉は，設計基準対象施設においては耐震設計上の重要度分類Ｓクラス，Ｂクラス，

Ｃ－１＊1 クラス及びＣ－２＊ 2 クラスに分類される。 

以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

 

 

注記＊1：Ｃクラスの設備のうち，波及的影響によって，耐震重要施設がその安全機

能を損なわないように設計するもの。  

＊2：Ｃクラスの設備のうち，基準地震動による地震力に対して火災感知及び消

化の機能並びに溢水伝播を防止する機能を保持できる設計とするもの。  
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2. 一般事項 

2.1 検討対象水密扉一覧 

検討対象の水密扉を表 2－1 に示す。 

なお，原子炉建物 1 階大物搬入口水密扉の評価は，Ⅵ-2-9-3-2「原子炉建物機器搬

出入口の耐震性についての計算書」で示しているため，本計算書では対象外とする。 

 

表 2－1(1) 検討対象水密扉一覧 

水密扉 No. 扉名称 
設置高さ 

EL 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 2.6m 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 1.3m 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 1.3m 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 1.3m 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 1.3m 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 2.8m 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 2.6m 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 1.3m 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 2.8m 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 1.3m 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 1.3m 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 8.8m 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 8.8m 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 8.8m 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 8.8m 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 8.8m 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 15.3m 

18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 2.65m 

19 タービン建物地下 1 階復水系配管室北側水密扉 2.0m 

20 タービン建物地下 1 階復水系配管室南側水密扉 2.0m 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 0.25m 

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉 2.0m 

23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 8.8m 

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 12.5m 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 12.5m 

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 12.5m 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 8.8m 



 

3 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

表 2－1(2) 検討対象水密扉一覧 

水密扉 No. 扉名称 
設置高さ 

EL 

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 15.3m 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 15.3m 

30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 25.3m 

31 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

北側水密扉 
8.7m 

32 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

南側水密扉 
8.7m 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 8.8m 

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 8.8m 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 8.8m 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 8.8m 

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 8.8m 

38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 1.1m 

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 1.1m 

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 1.1m 

41 復水貯蔵タンク水密扉 16.1m 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 16.1m 

43 トーラス水受入タンク水密扉 16.1m 

44 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 
11.26m 
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2.2 配置概要 

原子炉建物水密扉の設置位置図を図 2－1 に，タービン建物水密扉の設置位置図を

図 2－2 に，廃棄物処理建物水密扉の設置位置図を図 2－3 に，燃料移送ポンプエリア

水密扉の設置位置図を図 2－4 に，制御室建物水密扉の設置位置図を図 2－5 に，サイ

トバンカ建物水密扉の設置位置図を図 2－6 に，取水槽除じん機エリア水密扉の設置

位置を図 2－7 に，取水槽海水ポンプエリア水密扉の設置位置を図 2－8 に，復水貯蔵

タンクエリア水密扉及び屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

エリア水密扉の設置位置を図 2－9 に示す。 

PN

123

4

5

6

7 8

9

10

11  

 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉＊ 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉＊ 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉＊ 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉＊ 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉＊ 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉＊ 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉＊ 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉＊ 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉＊ 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉＊ 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－1(1) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 地下 2 階） 

原子炉建物 EL 1300 
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16

 

 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側）＊ 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉＊ 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉＊ 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室）＊ 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－1(2) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 地下 1 階） 

 

  

原子炉建物 EL 8800 
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17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－1(3) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 1 階） 
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18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉＊ 1 

19 タービン建物地下 1 階復水系配管室北側水密扉＊ 2 

20 タービン建物地下 1 階復水系配管室南側水密扉＊ 2 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉＊2 

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉＊ 2 

注記＊1：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

＊2：耐震設計上の重要度分類Ｓクラス施設を示す。 

図 2－2(1) 水密扉の設置位置図（タービン建物 地下 1 階）  

タービン建物 EL 2000 
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23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－2(2) 水密扉の設置位置図（タービン建物 1 階）  

タービン建物 EL 5500 
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24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉＊2 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉＊ 1 

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉＊2 

注記＊1：耐震設計上の重要度分類Ｂクラス施設を示す。 

    ＊2：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－2(3) 水密扉の設置位置図（タービン建物 2 階） 

  

タービン建物 EL 12500 
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27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－3(1) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 地下 1 階） 

 

  

廃棄物処理建物 EL 8800 
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28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉＊ 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｂクラス施設を示す。 

図 2－3(2) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 1 階） 

  

廃棄物処理建物 EL 15300 
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30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－3(3) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 2 階） 

  

廃棄物処理建物 EL 22100 
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排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

32

31

 

 

31 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側水密扉＊ 

32 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－１，Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－4 水密扉の設置位置図（燃料移送ポンプエリア） 

  

ディーゼル燃料移送ポンプエリア EL 8700 
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33
 

 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－5 水密扉の設置位置図（制御室建物 2 階） 

  

制御室建物 EL 8800 
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34

 

 

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｂクラス施設を示す。 

図 2－6 水密扉の設置位置図（サイトバンカ建物 1 階） 

  

サイトバンカ建物 EL 8800 
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35 取水槽除じん機エリア水密扉（東）＊ 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西）＊ 

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北）＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｓクラス施設を示す。 

図 2－7 水密扉の設置位置図（取水槽除じん機エリア） 

 

  

取水槽除じん機エリア EL 8800 

37 

36 35 
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38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東）＊ 

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中）＊ 

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西）＊ 

注記＊：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－8 水密扉の設置位置図（取水槽海水ポンプエリア） 

  

取水槽海水ポンプエリア EL 1100 

38 39 40 
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41 復水貯蔵タンク水密扉＊1 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉＊ 1 

43 トーラス水受入タンク水密扉＊1 

44 屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）水密扉＊ 2 

注記＊１：耐震設計上の重要度分類Ｂ，Ｃ－２クラス施設を示す。 

  ＊２：耐震設計上の重要度分類Ｃ－２クラス施設を示す。 

図 2－9 水密扉の設置位置図（復水貯蔵タンクエリア及び 

屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）エリア） 

原子炉建物 

 PN
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2.3 構造計画 

水密扉の構造は，タイプⅠ～タイプⅤに区分しており，各水密扉の構造タイプ一覧

を表 2－2，構造計画を表 2－3～表 2－7 に示す。 

 

表 2－2(1) 水密扉の構造タイプ一覧 

水密扉 No. 扉名称 構造タイプ 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 タイプⅡ 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 タイプⅡ 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 タイプⅡ 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 タイプⅡ 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 タイプⅡ 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 タイプⅡ 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 タイプⅡ 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 タイプⅠ 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 タイプⅠ 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 タイプⅠ 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 タイプⅡ 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） タイプⅡ 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 タイプⅠ，Ⅴ 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 タイプⅠ，Ⅴ 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） タイプⅠ，Ⅴ 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 タイプⅡ 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 タイプⅠ，Ⅴ 

18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 タイプⅠ 

19 タービン建物地下 1 階復水系配管室北側水密扉 タイプⅠ 

20 タービン建物地下 1 階復水系配管室南側水密扉 タイプⅠ 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 タイプⅠ，Ⅴ 

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉 タイプⅠ 

23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 タイプⅠ 

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 タイプⅠ 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 タイプⅠ 

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 タイプⅠ 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 タイプⅡ，Ⅴ 
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表 2－2(2)  水密扉の構造タイプ一覧 

水密扉 No. 扉名称 構造タイプ 

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 タイプⅡ 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 タイプⅡ 

30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 タイプⅡ 

31 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

北側水密扉 
タイプⅢ 

32 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

南側水密扉 
タイプⅢ 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 タイプⅠ，Ⅴ 

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 タイプⅠ 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） タイプⅣ 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） タイプⅣ 

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北） タイプⅡ，Ⅴ 

38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） タイプⅡ 

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） タイプⅡ 

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） タイプⅡ 

41 復水貯蔵タンク水密扉 タイプⅡ 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 タイプⅡ 

43 トーラス水受入タンク水密扉 タイプⅡ 

44 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 
タイプⅡ 
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表 2－3 水密扉の構造計画（タイプⅠ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（差込形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体へ固定する構

造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

 

  

アンカー 

ボルト 

扉枠 

扉板 

芯材 

ヒンジ カンヌキ 

床面 

建物（躯体) 

芯材 

扉板 

建物（躯体) 

アンカーボルト 

アンカーボルト 

建物（躯体) 
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表 2－4 水密扉の構造計画（タイプⅡ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（回転形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体へ固定する構

造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（回転形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

扉枠 扉板 芯材 

床面 

ヒンジ カンヌキ 

扉板 芯材 

アンカーボルト 
建物（躯体) 

アンカーボルト 

建物（躯体） 

注：タイプⅡの水密扉には，上部が

開放されたものとされていない

ものがあるが，代表扉として上

部が開放されている扉を記載 
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表 2－5 水密扉の構造計画（タイプⅢ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が鉄骨躯

体に固定され，

扉閉止時におい

ては，カンヌキ

（レバー形）に

より扉と鉄骨躯

体が一体化する

構造とする。 

 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（レバー形）を

鉄骨躯体に差込

み，扉と鉄骨躯

体を一体化させ

る構造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

鉄骨躯体 

扉板 

芯材 

ヒンジ 

カンヌキ 

床面 

扉板 

芯材 

躯体 
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表 2－6 水密扉の構造計画（タイプⅣ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時及び扉

閉止時ともに，

水密扉戸当り用

支柱及び外部縦

柱により扉板と

防水壁とを一体

化させる構造と

する。 

水密扉戸当り用

支柱及び外部縦

柱はアンカーボ

ルトにより躯体

へ固定する構造

とする。 

スライド式の鋼

製扉とし，鋼製

の扉板に芯材を

取付け，外部縦

柱に設置された

締付ボルトによ

り扉と一体化さ

せ る 構 造 と す

る。 

なお，扉には車

輪を装備し，レ

ール上を移動す

る構造とする。 

 

 

 

 

アンカーボルト 

外部縦柱 

外部縦柱 

扉板 

芯材 

水 密 扉 戸 当 り

用支柱 

アンカーボルト 

芯材 

取水槽（躯体） 

取水槽（躯体） 

扉板 

外部縦柱 

防水壁 

（取水槽側） （外側） 

締付ボルト 

締付ボルト 

固定プレート 

固定プレート 

外部縦柱 

固定ボルト 

外部縦柱固定ボルト 
車輪 レール 

レール 

車輪 
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表 2－7 水密扉の構造計画（タイプⅤ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は，カンヌキに

より扉と扉枠が

一体化する構造

とする。 

扉枠はパネル部

へ接合される構

造 と す る 。 ま

た，パネル部は

アンカーボルト

により躯体へ固

定する構造とす

る。 

扉部と躯体との

間にパネル部を

有 す る 構 造 と

し，扉部とパネ

ル部により構成

する。扉部は片

開型の鋼製扉と

し，鋼製の扉板

に 芯 材 を 取 付

け，扉に設置さ

れたカンヌキを

鋼製の扉枠に差

込み，扉と扉枠

を一体化させる

構造とする。 

また，扉枠はパ

ネ ル 部 と 接 合

し，一体化させ

る構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

扉枠 

カンヌキ 

ヒンジ 

床面 

建物 
（躯体） 

扉板 

扉板 
アンカー
ボルト 

はり 

はり 

パネル板 

建物 
（躯体） 

アンカー
ボルト 

建物 
（躯体） 

柱 
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2.4 評価方針 

水密扉の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造を踏まえ，

「4.1.1 評価対象部位」，「4.2.1 評価対象部位」，「4.3.1 評価対象部位」，

「4.4.1 評価対象部位」及び「4.5.1 評価対象部位」にて設定する評価対象部位に

おいて，「3. 固有振動数及び設計用地震力」で算出した固有振動数に基づく設計用

地震力により算出した応力等が許容限界以下であることを，「4.1.4 評価方法」，

「4.2.4 評価方法」，「4.3.4 評価方法」，「4.4.4 評価方法」及び「4.5.4 評

価方法」に示す方法にて確認する。応力評価の確認結果を「5. 評価結果」にて確認

する。 

耐震評価フローを図 2－10 に示す。水密扉の耐震評価においては，その構造を踏ま

え地震荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，評価対象部位を設定する。 

 

(1) タイプⅠ 

水密扉のタイプⅠの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，

カンヌキ受けピン，カンヌキ受けボルト）の発生応力並びにアンカーボルトの発生

荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

 

(2) タイプⅡ 

水密扉のタイプⅡの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，

カンヌキ受けボルト）の発生応力並びにアンカーボルトの発生荷重を算定し，許容

限界との比較を行う。 

 

(3) タイプⅢ 

水密扉のタイプⅢの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，

カンヌキ受けプレート）の発生応力を算定し，許容限界との比較を行う。 

 

(4) タイプⅣ 

水密扉のタイプⅣの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，扉板，芯材，水密扉戸当り用支柱，外部縦柱，外部縦柱固定ボルト，締付ボル

ト，固定プレート及びアンカーボルトの発生応力を算定し，許容限界との比較を行

う。 
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(5) タイプⅤ 

水密扉のタイプⅤの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，パネル部を構成するパネル板，柱，はり及びパネル芯材の発生応力並びにアン

カーボルトの発生荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

なお，扉部については，タイプⅠ及びタイプⅡに含めて評価する。 
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図 2－10 水密扉の耐震評価フロー 

固有値解析 

設計用地震力 

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面算定方法 

評価条件の設定 

耐震評価 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

(4) ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒 

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材 

(6) ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材 

(7) ＪＩＳ Ｂ １０５４－１－2013 耐食ステンレス鋼製締結用部品の機械的性質 

(8) 構造力学公式集（土木学会） 
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2.6 記号の説明 

水密扉の耐震評価に用いる記号を表 2－8～表 2－12 に示す。 

 

表 2－8(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅠ） 

記号 単位 定義 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

Ｆ1 kN 扉幅方向の転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向の転倒力 

ＧＤ kN 扉重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｑ1 kN ヒンジ板のせん断力 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 

σ1 N/mm2 ヒンジ板の曲げ応力度 

τ1 N/mm2 ヒンジ板のせん断応力度 

ｓｆｔ 1 N/mm2 ヒンジ板の短期許容引張応力度 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｑ2 kN ヒンジピンのせん断力 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 

σ2 N/mm2 ヒンジピンの曲げ応力度 

τ2 N/mm2 ヒンジピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 ヒンジピンの短期許容引張応力度 

Ｑ3 kN ヒンジボルトのせん断力 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトのせん断応力度 
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表 2－8(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅠ） 

記号 単位 定義 

Ｒ1 kN 地震力に伴う荷重の反力 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｍ4 kN・m カンヌキの曲げモーメント 

Ｑ4 kN カンヌキのせん断力 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 

σ4 N/mm2 カンヌキの曲げ応力度 

τ4 N/mm2 カンヌキのせん断応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 カンヌキの短期許容引張応力度 

Ｍ5 kN・m カンヌキ受けピンの曲げモーメント 

Ｑ5 kN カンヌキ受けピンのせん断力 

Ｌ7 mm カンヌキ受けピン長さ 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けピンの断面係数 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けピンのせん断断面積 

σ5 N/mm2 カンヌキ受けピンの曲げ応力度 

τ5 N/mm2 カンヌキ受けピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 5 N/mm2 カンヌキ受けピンの短期許容引張応力度 

Ｔ6 kN カンヌキ受けボルトの引張力 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 

Ａ6 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 

σ6 N/mm2 カンヌキ受けボルトの引張応力度 

Ｗ2 kN 扉枠重量を考慮したスラスト荷重 

Ｆ3 kN 扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力 

Ｔ7A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔ7B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ7A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑ7B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

ＧＷ kN 扉枠重量 

ｎ4 本 アンカーボルト本数 
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表 2－9(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅡ） 

記号 単位 定義 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

Ｗ2 kN 扉枠重量を考慮したスラスト荷重 

Ｆ1 kN 扉幅方向の転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向の転倒力 

Ｆ3 kN 扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力 

ＧＤ kN 扉重量 

ＧＷ kN 扉枠重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｑ1 kN ヒンジ板のせん断力 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 

σ1 N/mm2 ヒンジ板の曲げ応力度 

τ1 N/mm2 ヒンジ板のせん断応力度 

ｓｆｔ 1 N/mm2 ヒンジ板の短期許容引張応力度 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｑ2 kN ヒンジピンのせん断力 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 

σ2 N/mm2 ヒンジピンの曲げ応力度 

τ2 N/mm2 ヒンジピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 ヒンジピンの短期許容引張応力度 

Ｑ3 kN ヒンジボルトのせん断力 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトのせん断応力度 

Ｒ1 kN 地震力に伴う荷重の反力 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｑ4 kN カンヌキのせん断力 
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表 2－9(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅡ） 

記号 単位 定義 

Ｔ5 kN カンヌキ受けボルトの引張力 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 

σ5 N/mm2 カンヌキ受けボルトの引張応力度 

Ｔ6A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔ6B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ6A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑ6B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

ｎ4 本 アンカーボルトの本数 
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表 2－10(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅢ） 

記号 単位 定義 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

Ｆ1 kN 扉幅方向の転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向の転倒力 

ＧＤ kN 扉重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｑ1 kN ヒンジ板のせん断力 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 

σ1 N/mm2 ヒンジ板の曲げ応力度 

τ1 N/mm2 ヒンジ板のせん断応力度 

ｓｆｔ 1 N/mm2 ヒンジ板の短期許容引張応力度 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｑ2 kN ヒンジピンのせん断力 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 

σ2 N/mm2 ヒンジピンの曲げ応力度 

τ2 N/mm2 ヒンジピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 ヒンジピンの短期許容引張応力度 

Ｑ3 kN ヒンジボルトのせん断力 

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトのせん断応力度 
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表 2－10(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅢ） 

記号 単位 定義 

Ｒ1 kN 地震力に伴う荷重の反力 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｍ4 kN・m カンヌキの曲げモーメント 

Ｑ4 kN カンヌキのせん断力 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 

σ4 N/mm2 カンヌキの曲げ応力度 

τ4 N/mm2 カンヌキのせん断応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 カンヌキの短期許容引張応力度 

Ｍ5 kN・m カンヌキ受けプレートの曲げモーメント 

Ｑ5 kN カンヌキ受けプレートのせん断力 

σ5 N/mm2 カンヌキ受けプレートの曲げ応力度 

τ5 N/mm2 カンヌキ受けプレートのせん断応力度 

ｓｆｔ 5 N/mm2 カンヌキ受けピンの短期許容引張応力度 

Ｌ７ mm カンヌキ受けプレートの長さ 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けプレートの断面係数 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けプレートのせん断断面積 
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表 2－11(1) 耐震評価に用いる記号（タイプⅣ） 

記号 単位 定義 

Ｓｓ1 kN 扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

Ｇ1 kN 水密扉材の自重 

ｋＨ ― 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ｗss1 kN/m 扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

ｗｈ１ kN/m2 扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布荷重 

ｐ２ ’ kN/m2 扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

Ｂ３ m 荷重の載荷幅 

ｗ kN/m2 風圧力 

Ｂ２ m 水密扉幅 

Ｌ２ m 水密扉高さ 

Ｍ1 kN・m 扉板に生じる曲げモーメント 

Ｌ３ m 扉板の部材長 

ｗss2 kN/m 芯材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

Ｂ４ m 荷重の載荷幅 

Ｍ2 kN・m 芯材の曲げモーメント 

Ｌ４ m 芯材の部材長 

Ｑ2 kN 芯材のせん断力 

ｗｈ２ kN/m 外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

Ｂ５ m 外部縦柱スパン 

Ｍ3 kN・m 外部縦柱の曲げモーメント 

Ｌ５ m 外部縦柱全長 

Ｑ3 kN 外部縦柱のせん断力 

Ｓｓ2 kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向

の設計地震荷重 

Ｓｓｖ kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向

の設計地震荷重 

Ｇ２ kN 水密扉材と壁材の合計自重 

ｋＵＤ ― 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

ｗｈ３ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等

分布荷重 

Ｗｈ kN 水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向の荷重 

Ｌ１ m 水密扉戸当り用支柱全長 

Ｗ１ kN 設計水平風荷重 

Ｍ４ kN・m 水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント 

Ｎ4 kN 水密扉戸当り用支柱の引張荷重 

Ｎ5 kN 水密扉戸当り用支柱の圧縮荷重 

Ｑ4 kN 水密扉戸当り用支柱のせん断力 

Ｆ５ kN 締付ボルトに作用する荷重 

Ｍ５ kN・m 固定プレートの曲げモーメント 

Ｆ６ kN 固定プレートに作用する荷重 

ｎ６ 枚 固定プレートの枚数 

Ｌ６ mm 固定プレート固定端から締付ボルトまでの距離 

Ｑ５ kN 固定プレートのせん断力 
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表 2－11(2) 耐震評価に用いる記号（タイプⅣ） 

記号 単位 定義 

ＴＡ１ kN  アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

ＱＡ１ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

ⅤＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生する引張荷重 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 

ＭＡ１ kN・m 水密扉戸当り用支柱に発生する曲げモーメント 

ｘｉＡ１ mm 偏心距離 

∑n・ｘｉＡ１
2 mm2 2 次モーメントの合計値 

ＳＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生するせん断力 

σ1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3 扉板の断面係数 

τ1 N/mm2 扉板のせん断応力度 

Ｑ1 kN 扉板のせん断力 

ｈ1 mm 単位幅当たり高さ 

ｔ1 mm 扉板の厚さ 

σ2 N/mm2 芯材の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 

τ2 N/mm2 芯材のせん断応力度 

ｈ2 mm 荷重負担幅 

ｔ2 mm せん断抵抗部材の厚さ 

σ3 N/mm2 外部縦柱の曲げ応力度 

Ｚ3 mm3 外部縦柱の断面係数 

τ3 N/mm2 外部縦柱のせん断応力度 

ｈ3 mm 外部縦柱のウェブ高 

ｔ3 mm 外部縦柱のウェブ厚 

ｆｔ N/mm2 短期許容応力度 

σ4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度 

Ｚ4 mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 

σ５ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の引張応力度 

Ａ mm2 水密扉戸当り用支柱の断面積 

σ６ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の圧縮応力度 

τ4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱のせん断応力度 

ｈ4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 

ｔ4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 

ｆb N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆc N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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表 2－11(3) 耐震評価に用いる記号（タイプⅣ） 

記号 単位 定義 

Ｎ６ kN/本 締付ボルト１本当たりに作用する荷重 

ｎ７ 本 締付ボルト本数 

σ７ N/mm2 固定プレートの曲げ応力度 

Ｚ５ mm3 固定プレートの断面係数 

τ５ N/mm2 固定プレートのせん断応力度 

ｈ５ mm 固定プレートの長さ 

ｔ５ mm 固定プレートの厚さ 

σ８ N/mm2 外部縦柱固定ボルトの引張応力度 

Ｐ１ N 外部縦柱固定ボルト 1 本当たりに作用する引張力 

Ａ１ mm2 ボルトの断面積 

Ｍ６ kN･m 外部縦柱固定部の曲げモーメント 

Ｌ７ mm 固定端から内側のボルトまでの距離 

Ｌ８ mm 固定端から外側のボルトまでの距離 

τ６ N/mm2 外部縦柱固定ボルトのせん断応力度 

Ｑ６ N 外部縦柱固定ボルト 1 本当たりに作用するせん断力 

Ｎ７ kN 外部縦柱固定部のせん断力 

ｎ８ 本 ボルトの本数 

Ｔa kN アンカーボルト１本当たりの短期許容引張力 

Ｑa kN アンカーボルト１本当たりの短期許容せん断力 
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表 2－12(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅤ） 

記号 単位 定義 

Ｍ1 kN・m/m パネル板の曲げモーメント 

ＧＰ kN/m パネル板の自重 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 

σｂ 1 N/mm2 パネル板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3/m パネル板の断面係数 

Ｍ2 kN・m パネル芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN パネル芯材のせん断力 

ＧＢ kN/m パネル芯材の自重 

Ｌ2 mm パネル芯材の支持スパン 

σｂ 2 N/mm2 パネル芯材の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 

τ2 N/mm2 パネル芯材のせん断応力度 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 

σｂｘ 3 N/mm2 柱の強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱の弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

τｘ 3 N/mm2 柱の強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱の弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱の軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 
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表 2－12(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅤ） 

記号 単位 定義 

σｂｘ 4 N/mm2 はりの強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりの弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

τｘ 4 N/mm2 はりの強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりの弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりの軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔ5a kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑ5a kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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表 2－12(3) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅤ） 

記号 単位 定義 

Ｍmax1’ kN・m 扉開放時の柱に発生する最大曲げモーメント 

ｗｈ kN/m 
扉開放時の柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重 

Ｌ2 m 柱全長 

Ｌ3 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重

を集中荷重にした時の作用位置 

Ｐ1’ kN 
扉開放時の柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方

向の設計地震荷重 

Ｗ kN 扉開放時の風荷重 

ｋＨ  ― 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ＧＷ  kN 防水壁自重 

ＧＤ  kN 扉開放時の水密扉自重 

ｗ kN/mm2 風圧力 

Ｂ m 扉開放時の受圧幅 

Ｖtmax1’  kN 扉開放時の柱に発生する最大引張荷重 

Ⅴ1’  kN 
扉開放時の柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 

ｋＵＤ  ― 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｓmax1’  kN 扉開放時の柱に発生する最大せん断力 

Ｗｈ  kN 扉開放時の柱に作用する水平方向の荷重 

Ｆ1’  kN 扉開放時のアンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｎ 本 アンカーボルトの総本数 

xi m 偏心距離 

Σn・xi2
 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｑ1’  kN 
扉開放時のアンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断

力 
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3. 固有振動数及び設計用地震力 

3.1 固有値解析 

水密扉の構造に応じて解析モデルを設定し，1 次固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

(1) 水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ） 

水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ）は，ヒンジ部及びカンヌキ部により扉と扉枠を固

定する構造であることから，扉閉止時については両端固定はり又は四辺固定の長

方形板に，扉開放時についてはヒンジ，自由端はりに単純化したモデルとし，モ

デル化に用いる芯材又は扉板の長さは扉幅又は扉高さとする。解析モデル図を図

3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 水密扉の固有値解析モデル 

  

 
（芯材又は扉板の長さ）

芯材又は扉板

・扉開放時

 
（芯材又は扉板の長さ）

芯材又は扉板

・扉閉止時
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(2) 水密扉（タイプⅣ） 

水密扉（タイプⅣ）は，水密扉戸当り用支柱，外部縦柱及び上下レールにより

扉板と防水壁を固定する構造であることから，外部縦柱は固定，自由端はりに，

芯材は両端ヒンジはりに，扉板は四辺固定の長方形板に単純化したモデルとして

解析する。解析モデル図を図 3－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 水密扉（タイプⅣ）の固有値解析モデル 

  

芯材の長さ 

芯材 

外部縦柱の長さ 

外部縦柱 

（扉板の短辺方向の長さ）

a

（扉板の長辺方向の長さ）

b

（扉板の長辺方向の長さ）
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ピン 支持 

ピン 接合 

2
3
3
7
 

2
1
1
0
 

PＮ 

(3) パネル部（タイプⅤ） 

パネル部は，各部位の寸法や形状を踏まえ，パネル芯材を両端ピンはりに，柱

及びはりをはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件を定めた解析モデル

とする。パネル部の評価モデルを図 3－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（パネル芯材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （柱及びはり）     （単位：㎜） 

 

図 3－3 パネル部の評価モデル  

ℓ 

（パネル芯材の長さ） 

パネル芯材 
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3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

水密扉及びパネル部の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

f Hz 水密扉の 1 次固有振動数 

ℓ mm モデル化に用いる芯材の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

λ ― 定数 

a m モデル化に用いる扉板の長さ 

ｈ m モデル化に用いる扉板の厚さ 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

3.2.2.1 水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ） 

水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ）は，1 次固有振動数ｆを「構造力学公式集

（土木学会）（以下「構造力学公式集」という。)」に基づき以下の式より

算出する。ここで，固有振動数は水平方向（扉体面外方向）について算出す

るものとし，鉛直方向（扉体面内方向）については，扉に配された鉛直方向

の芯材等の軸剛性が，面外方向の剛性に比べて十分に大きいため，固有振動

数の算出を省略する。 

モデル化の対象は，扉板及び芯材の組合せによる断面を有する水密扉につ

いては芯材を，芯材がなく扉板そのものにより断面を構成する水密扉につい

ては扉板とする。なお，扉開放時は芯材の有無に関わらず同一の評価式を用

いる。 
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(1) 扉閉止時 

a. 両端固定はりモデル（芯材をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

4.7300 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

b. 四辺固定の長方形板モデル（扉板をモデル化） 

 



 

2 2

ｈ Ｅ
ｆ

4a 3 1-
 

 

(2) 扉開放時（芯材又は扉板をモデル化） 

扉開放時においては，面外方向については剛体モード（固有振動数がほぼ

ゼロ）となり，これに伴う荷重の増幅は生じないが，本評価においては保守

的に芯材又は扉板が自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数

を算出する。 

 

ヒンジ，自由端はりモデル 

1

ｆ
Ｔ＝

 

2

2

3.9266 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

3.2.2.2 水密扉（タイプⅣ） 

水密扉（タイプⅣ）は，1 次固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき

以下の式より算出する。 

 

(1) 固定，自由端はりモデル（外部縦柱をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝  

f＝
λ2

2πℓ2
√
EI

m  
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(2) 両端ヒンジはりモデル（芯材をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝

 

f＝
π2

2πℓ2
√
EI

m  

 

(3) 四辺固定の長方形板モデル（扉板をモデル化） 

  

 

3.2.2.3 パネル部（タイプⅤ） 

パネル芯材は，固有振動数 f を「構造力学公式集」に基づき以下の式より

算出する。 

 

両端ピンはりモデル（パネル芯材をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

π ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

柱及びはりは，「3.1.1 解析モデルの設定」にて設定した解析モデルを

用いて，固有値解析により算出する。 

解析プログラムは，「ＫＡＮＳＡＳ２」とする。なお，解析プログラムの

検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 

  

 



 

2 2

ｈ Ｅ
ｆ

4a 3 1-
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3.2.3 固有振動数の算出条件 

水密扉の固有振動数の算出条件のうち，芯材をモデル化した場合の算出条件を

表 3－2 に，扉板をモデル化した場合の算出条件を表 3－3 及び表 3－4 に，外部

縦柱をモデル化した場合の算出条件を表 3－5 に，芯材をモデル化した場合の算

出条件を表 3－6 及び表 3－7 に，パネル部をモデル化した場合の算出条件を表 3

－8 に，パネル芯材をモデル化した場合の算出条件を表 3－9 に示す。 

 

表 3－2(1) 芯材をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時及び扉開放時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化に用い
る芯材の長さ 

ℓ（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

1 
原子炉建物地下 2 階 A-DG 制

御盤室北側水密扉 
2648 2.05×1011 4720×104 140.8 

2 
原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポ

ンプ室北側水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

3 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室北東水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

4 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室南東水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

5 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室北西水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

6 
原子炉建物地下 2 階 H-DG 制

御盤室南側水密扉 
2751 2.05×1011 378×104 110.1 

7 
原子炉建物地下 2 階 H-DG 制

御盤室北側水密扉 
2085 2.05×1011 1620×104 118.7 

10 
原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポ

ンプ室南側水密扉 
1090 2.05×1011 188×104 118.1 

11 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室南西水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

12 
原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮

機室水密扉（南側） 
2116 2.05×1011 378×104 147.3 

14 
原子炉建物地下 1 階 CRD ポン

プ室東側水密扉 
1050 2.05×1011 188×104 126.8 

15 
原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮

機室水密扉（階段室） 
1060 2.05×1011 188×104 126.1 
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表 3－2(2) 芯材をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時及び扉開放時） 

水密扉 

No. 
扉名称 

モデル化に
用いる芯材
の長さℓ 
（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

16 
原子炉建物地下 1 階東側エア

ロック前水密扉 
1390 2.05×1011 1950×104 154.1 

17 
原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器

室南側水密扉 
1060 2.05×1011 861×104 190.8 

18 
タービン建物地下 1 階 TCW 熱

交換器室南側水密扉 
860 2.05×1011 188×104 128.6 

20 
タービン建物地下 1 階復水系

配管室南側水密扉 
870 2.05×1011 861×104 229.2 

23 
タービン建物 1 階西側エアロ

ック前水密扉 
1100 2.05×1011 188×104 131.8 

24 
タービン建物 2 階常用電気室

南側水密扉 
1100 2.05×1011 188×104 126.1 

26 
タービン建物 2 階離相母線室

南側水密扉 
1095 2.05×1011 861×104 177.7 

27 
廃棄物処理建物地下 1 階被服

置場北側水密扉 
2181 2.05×1011 2490×104 147.8 

28 
廃棄物処理建物 1 階大物搬入

口水密扉 
3750 2.05×1011 7310×104 190.6 

29 
廃棄物処理建物 1 階ドラム缶

搬入口水密扉 
3650 2.05×1011 10700×104 191.5 

30 
廃棄物処理建物 2 階非常用再

循環送風機室東側水密扉 
2136 2.05×1011 2490×104 169.0 

31 
ディーゼル燃料移送ポンプエ

リア防護対策設備北側水密扉 
980 2.05×1011 188×104 108.3 

32 
ディーゼル燃料移送ポンプエ

リア防護対策設備南側水密扉 
980 2.05×1011 188×104 108.3 

33 
制御室建物 2 階チェックポイ

ント連絡水密扉 
1190 2.05×1011 861×104 272.7 

34 
サイトバンカ建物 1 階南東側

ポンプ室水密扉 
830 2.05×1011 861×104 222.3 
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表 3－3(1) 扉板をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

扉板の 
厚さ 
ｈ 

（m） 

扉板の
長さ 
a 

（m） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

振動数 
係数 
λ 

密度 
ρ 

（kg/m3） 

8 
原子炉建物地下 2 階 RCIC ポ

ンプ室西側水密扉 
0.050 0.995 2.05×1011 2.336 7.85×103 

9 
原子炉建物地下 2 階 A-DG 制

御盤室南側水密扉 
0.050 2.190 2.05×1011 2.730 7.85×103 

13 
原子炉建物地下 1 階 CRD ポ

ンプ室南側水密扉 
0.050 1.220 2.05×1011 2.480 7.85×103 

19 
タービン建物地下 1 階復水

系配管室北側水密扉 
0.050 1.120 2.05×1011 2.480 7.85×103 

21 
タービン建物地下 1 階封水

回収ポンプ室北側水密扉 
0.050 1.320 2.05×1011 2.480 7.85×103 

22 
タービン建物地下 1 階復水

系配管室南東側水密扉 
0.050 1.020 2.05×1011 2.336 7.85×103 

25 
タービン建物 2 階大物搬入

口水密扉 
0.050 1.875 2.05×1011 2.730 7.85×103 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
0.009 0.538 2.05×1011 2.700 7.85×103 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
0.009 0.563 2.05×1011 3.500 7.85×103 

37 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（北） 
0.012 2.248 2.05×1011 4.700 7.85×103 

38 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（東） 
0.016 1.145 2.05×1011 2.480 7.85×103 

39 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（中） 
0.016 0.980 2.05×1011 2.480 7.85×103 

40 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（西） 
0.016 0.980 2.05×1011 2.480 7.85×103 
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表 3－3(2) 扉板をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

扉板の 
厚さ 
ｈ 

（m） 

扉板の
長さ 
a 

（m） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

振動数 
係数 
λ 

密度 
ρ 

（kg/m3） 

41 復水貯蔵タンク水密扉 0.025 1.660 2.05×1011 4.500 7.85×103 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 0.025 0.860 2.05×1011 2.480 7.85×103 

43 
トーラス水受入タンク水密

扉 
0.025 0.680 2.05×1011 2.336 7.85×103 

44 

屋外配管ダクト（ B-ディー

ゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 

0.025 0.750 2.05×1011 2.480 7.85×103 
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表 3－4 扉板をモデル化した場合の算出条件（扉開放時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化に用い
る芯材の長さ 

ℓ（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

8 
原子炉建物地下 2 階 RCIC 

ポンプ室西側水密扉 
2115 2.05×1011 4680×104 390.0 

9 
原子炉建物地下 2階 A-DG制

御盤室南側水密扉 
2910 2.05×1011 4680×104 627.0 

13 
原子炉建物地下 1 階 CRD 

ポンプ室南側水密扉 
2160 2.05×1011 4680×104 439.8 

19 
タービン建物地下 1 階 

復水系配管室北側水密扉 
1871 2.05×1011 4680×104 427.6 

21 
タービン建物地下 1 階封水

回収ポンプ室北側水密扉 
2136 2.05×1011 4680×104 421.3 

22 
タービン建物地下 1 階復水

系配管室南東側水密扉 
2121 2.05×1011 4680×104 377.2 

25 
タービン建物 2 階大物搬入

口水密扉 
2610 2.05×1011 4680×104 565.1 

37 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（北） 
2248 2.05×1011 4180×104 322.5 

38 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（東） 
1920 2.05×1011 7310×104 235.6 

39 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（中） 
1910 2.05×1011 7310×104 222.5 

40 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（西） 
1910 2.05×1011 7310×104 222.5 

41 復水貯蔵タンク水密扉 1660 2.05×1011 1950×104 391.6 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 1660 2.05×1011 1950×104 225.8 

43 
トーラス水受入タンク水密

扉 
1660 2.05×1011 1950×104 210.7 

44 

屋外配管ダクト（B-ディー

ゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 

1305 2.05×1011 1950×104 268.0 
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表 3－5 外部縦柱をモデル化した場合の算出条件 

水密扉 

No. 
扉名称 

 
定数 
λ 

部材長
ℓ 

（m） 

ヤング
率 
Ｅ 

(N/m2) 

断面二次モ
ーメント 

I 
（m4） 

質量 
分布 
ｍ 

（kg/
m） 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
1.875 2.527 

2.05×

1011 
4.18×10-5 34.6 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
1.875 2.572 

2.05×

1011 
4.18×10-5 34.6 

 

表 3－6 芯材（縦）をモデル化した場合の算出条件 

水密扉 

No. 
扉名称 

部材長 ℓ 
（m） 

ヤング率 
Ｅ 

(N/m2) 

断面二次モ
ーメント 

I 
（m4） 

質量 
分布 
ｍ

（kg/m） 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
0.613 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
0.638 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 

 

表 3－7 芯材（横）をモデル化した場合の算出条件 

水密扉 

No. 
扉名称 

部材長ℓ 
（m） 

ヤング率 
Ｅ 

(N/m2) 

断面二次モ
ーメント 

I 
（m4） 

質量 
分布 
ｍ

（kg/m） 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
0.933 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
0.773 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 
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表 3－8(1) パネル部をモデル化した場合の算出条件 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化する 

部材 
（柱・はり） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/mm2） 

せん断弾性係数 
Ｇ 

（N/mm2） 

13 

原子炉建物地下 1

階 CRD ポンプ室南

側水密扉 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

BH-470×200×12×19 

2.05×105 7.90×104 

14 

原子炉建物地下 1

階 CRD ポンプ室東

側水密扉 

柱 

H-200×200×8×12 

[-200×90×8×13.5 

はり 

H-200×200×8×12 

2.05×105 7.90×104 

15 

原子炉建物地下 1

階 IA 圧縮機室水密

扉（階段室） 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

2.05×105 7.90×104 

17 

原子炉建物 1 階 RCW

熱交換器室南側水

密扉 

柱 

BH-300×470×12×16 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

2.05×105 7.90×104 

21 

タービン建物地下 1

階 封水回収ポンプ

室北側水密扉 

柱 

BH-300×200×16×22 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

2.05×105 7.90×104 

 

  



 

55 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

表 3－8(2) パネル部をモデル化した場合の算出条件 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化する 

部材 
（柱・はり） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/mm2） 

せん断弾性係数 
Ｇ 

（N/mm2） 

27 

廃棄物処理建物地

下 1 階被服置場北

側水密扉 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

BH-300×125×12×16 

2.05×105 7.90×104 

33 

制御室建物 2 階チ

ェックポイント連

絡水密扉 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

2.05×105 7.90×104 
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表 3－9 パネル芯材をモデル化した場合の算出条件 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化に用い
る芯材の長さ 

ℓ（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

13 
原子炉建物地下 1 階 CRD

ポンプ室南側水密扉 
330 2.05×1011 6440×104 82.9 

14 
原子炉建物地下 1 階 CRD

ポンプ室東側水密扉 
968 2.05×1011 2490×104 77.4 

15 

原子炉建物地下 1 階 IA

圧縮機室水密扉（階段

室） 

1253 2.05×1011 6440×104 89.7 

17 
原子炉建物 1 階 RCW 熱

交換器室南側水密扉 
1185 2.05×1011 7210×104 92.9 

21 

タービン建物地下 1 階 

封水回収ポンプ室北側

水密扉 

1253 2.05×1011 6440×104 96.3 

27 
廃棄物処理建物地下 1

階被服置場北側水密扉 
428 2.05×1011 6440×104 85.2 

33 
制御室建物 2 階チェッ

クポイント連絡水密扉 
480 2.05×1011 6440×104 112.5 
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3.3 固有振動数の算出結果 

3.3.1 水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ） 

水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ）の固有振動数の算出結果を表 3－10 に示す。固有

振動数は，いずれの水密扉も 20Hz 以上であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－10(1) 水密扉の固有振動数の算出結果 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

固有振動数 

f（Hz） 

扉開放時 扉閉止時 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 91.74 133.12 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 408.65 592.98 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 408.65 592.98 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 408.65 592.98 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 408.65 592.98 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 27.20 39.47 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 94.42 137.01 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 86.04 286.58 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 35.85 69.13 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 117.99 171.21 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 408.65 592.98 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 39.75 57.68 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 77.68 202.37 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 122.71 178.06 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 120.74 175.20 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 204.56 296.83 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 210.05 304.80 

18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 181.63 263.56 

19 タービン建物地下 1 階復水系配管室北側水密扉 105.00 240.12 

20 タービン建物地下 1 階復水系配管室南側水密扉 284.50 412.83 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 81.16 172.87 

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉 86.99 272.71 

23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 109.67 159.13 

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 112.12 162.69 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 46.94 94.31 
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表 3－10(2) 水密扉の固有振動数の算出結果 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

固有振動数 

f（Hz） 

扉開放時 扉閉止時 

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 203.97 295.97 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 95.87 139.11 

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 48.93 71.00 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 62.34 90.46 

30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 93.47 135.64 

31 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側 

水密扉 
152.42 221.17 

32 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側 

水密扉 
152.42 221.17 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 139.41 202.30 

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 317.40 460.57 

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 79.15 27.11 

38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 167.90 73.52 

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 174.57 100.36 

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 174.57 100.36 

41 復水貯蔵タンク水密扉 89.97 99.17 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 118.49 203.63 

43 トーラス水受入タンク水密扉 122.67 306.79 

44 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 
175.98 267.74 
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3.3.2 水密扉（タイプⅣ） 

水密扉（タイプⅣ）の固有振動数の算出結果を表 3－11 から表 3－14 に示す。

固有振動数は，いずれも 20Hz 以上であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－11 外部縦柱の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 43.61 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 42.10 

 

表 3－12 芯材（縦）の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 1287.72 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 1188.78 

 

表 3－13 芯材（横）の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 555.88 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 809.81 

 

表 3－14 扉板の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 203.94 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 241.40 
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3.3.3 パネル部（タイプⅤ） 

パネル部の固有振動数の算出結果を表 3－15 に示す。固有振動数は 20Hz 以上

であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－15 パネル部の固有振動数の算出結果 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

固有振動数 

f（Hz） 

柱，はり パネル芯材 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 36.66 5757 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 26.46 430.5 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 61.92 383.8 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 25.88 446.2 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 33.28 370.5 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 48.38 3375 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 45.41 2335 
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3.4 設計用地震力 

Ｓクラス，Ｃ－１クラス及びＣ－２クラスの水密扉の基準地震動Ｓｓによる設計用

地震力は，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地

震応答計算書」，Ⅵ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-5「制御室

建物の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-18「取水

槽の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-24「屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク

～原子炉建物）の地震応答計算書」，Ⅵ-2-11-2-12「復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性

についての計算書」及びⅥ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性

についての計算書」に基づき設定する。 

耐震設計上の重要度分類Ｂクラスの施設の水密扉に要求される地震荷重は，Ⅵ -2-

1-1「耐震設計の基本方針」に基づく静的地震力ＳＢであるが，タービン建物及び廃

棄物処理建物に設置するＢクラスの水密扉は保守的な評価となるよう基準地震動Ｓｓ

による設計地震力を考慮する。なお，サイトバンカ建物に設置されるＢクラスの水密

扉については，静的地震力ＳＢを考慮する。また，水密扉は建物・構築物として評価

する。 

Ｓクラス，Ｃ－１クラス及びＣ－２クラスの各水密扉の設置床の最大応答加速度か

ら算出した設計震度及びＢクラス施設の各水密扉の設計震度を表 3－16 に示す。 

ここで，最大応答加速度を保守的に評価するために，最大応答加速度の抽出位置は

水密扉設置床と上階のうち，最大応答加速度が大きい値とする。 
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表 3－16 (1) 水密扉の設計震度 

建物 階 
床高さ 

EL 

水平震度＊1 

（－）  

鉛直震度 

（－） 

原子炉建物 

地上 2 階 23.8m 1.02 1.28 

地上 1 階 15.3m 0.92 0.97 

地下 1 階 
10.1m 

8.8m 

0.98 

0.88 

0.70 

0.64 

地下 2 階 

2.8m 

2.6m 

1.3m 

0.88 

0.88 

0.81 

0.64 

0.64 

0.58 

タービン建物 

地上 3 階 20.6m 2.23 0.90 

地上 2 階 
12.5m 

8.8m 

1.61 

1.16 

0.72 

0.72 

地上 1 階 5.5m 1.28 0.60 

地下 1 階 

2.65m 

2.0m 

0.25m 

1.28 

0.98 

0.98 

0.60 

0.56 

0.56 

廃棄物処理建物 

地上 3 階 
26.7m 

25.3m 

1.21 

1.21 

0.96 

0.96 

地上 2 階 22.1m 1.10 0.92 

地上 1 階 15.3m 1.10 0.77 

地下 1 階 8.8m 1.02 0.64 

制御室建物 
地上 3 階 12.8m 1.43 0.78 

地上 2 階 8.8m 1.01 0.66 

ディーゼル燃料移送

ポンプエリア 
屋外 8.7m 1.22 0.78 

サイトバンカ建物 
地上 2 階 14.1m 0.278＊2 － 

地上 1 階 8.8m 0.240＊2 － 

注記＊1：ＮＳ方向及びＥＷ方向の最大値を用いる。 

  ＊2：昭和 56 年 11 月 25 日資庁第 11398 号にて認可された工事計画の添付書類

「Ⅳ-1-(2)-h サイトバンカ建物の耐震性についての計算書」による。 
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表 3－16 (2) 水密扉の設計震度 

構造物 エリア 
床高さ 

（EL） 

水平震度 

（－）  

鉛直震度 

（－） 

取水槽 

除じん機エリア 

（水密扉（東）及び 

水密扉（西）） 

8.8m 1.8 0.8 

除じん機エリア 

（水密扉（北）） 
8.8m 1.2 0.6 

海水ポンプ 

エリア 
1.1m 0.9 0.8 

復水貯蔵タンク 

復水貯蔵タンクエリア 16.1m 1.3 0.9 

補助復水貯蔵タンク 

エリア 
16.1m 2.0 1.5 

トーラス水受入タンク

エリア 
16.1m 2.0 1.5 

屋外配管ダクト

（B-ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原

子炉建物） 

－ 11.261m 2.0 1.0 
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4. 耐震評価方法 

4.1 タイプⅠ 

4.1.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピ

ン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，カンヌキ受けピン，カンヌキ受

けボルト）から扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部周

囲の躯体に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部，カンヌキ部及びアン

カーボルトとする。 

また，代表として評価結果が厳しい評価対象部位を有する「No.24」の耐震評

価結果を示す。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.1－1に，タイプⅠ水密扉リストを表 4.1

－1 に示す。 
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図 4.1－1 水密扉に作用する荷重の作用図  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

ヒンジ部 

扉板 

カンヌキ部 

躯体 

カンヌキ 
カンヌキ受けピン 
カンヌキ受けボルト 

ヒンジ板 
ヒンジピン 

ヒンジボルト 

ｋ
Ｈ
 

ｋ
Ｈ
 

アンカーボルト 

(扉上部側) 

アンカーボルト 

（扉下部側) 

アンカーボルト 

（ヒンジ側) カンヌキ部 ヒンジ部 

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ 

カンヌキ受けボルト カンヌキ受けピン 

正面図 

カンヌキ部詳細平面図 カンヌキ部詳細立面図 ヒンジ部立面図 

平面図 

断面図 

扉枠 
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表 4.1－1 水密扉リスト（タイプⅠ） 

水密扉 No. 扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉  

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉  

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉  

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉  

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉  

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室）  

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉  

18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉  

19 タービン建物地下 1 階 復水系配管室北側水密扉  

20 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南側水密扉  

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉  

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉  

23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉  

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 〇 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉  

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉  

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉  

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉  
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4.1.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.1.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていない

ことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.1.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.1.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

Ｓクラス及びＣ－２クラスの施設の地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷

重を考慮する。Ｂクラスの地震荷重は地震力ＳＢによる荷重を考慮する。な

お，タービン建物に設置されるＢクラスの水密扉は保守的に基準地震動Ｓｓ

による荷重を考慮する。地震荷重は「3. 固有振動数及び設計用地震力」で

設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.1.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.1.3.1 使用材料 

タイプⅠを構成するヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

を表 4.1－2 に示す。 

 

表 4.1－2 ヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SS400 PL-40×80 

ヒンジピン S45C 25φ 

ヒンジボルト SCM435 M16 

カンヌキ部 

カンヌキ SUS304 40φ 

カンヌキ受け

ピン 
S45C 20φ 

カンヌキ受け

ボルト 
SCM435 M10 

アンカーボルト SS400 M16 
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4.1.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，2005 改定）（以下「Ｓ規準」という。）」に基づき算定した短

期許容応力度を表 4.1－3 の値とする。 

 

表 4.1－3 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

引張 曲げ せん断 

SS400 235 235 135 

SUS304 205 205 118 

S45C 345 345 199 

SCM435 651 651 375 

 

(2) アンカーボルトの許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，「4.1.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説（（社）日本建築学会， 2010 改定）」（以下「各種合成構造設計指

針・同解説」という。）に基づき算定した，表 4.1－4 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 
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表 4.1－4 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 23 25 
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4.1.4 評価方法 

4.1.4.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各

部材に発生する応力を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を図 4.1-2 に示

す。 

Ｗ 1＝ＧＤ＋ｋＵＤ・ＧＤ 

Ｆ 1＝Ｗ 1・Ｌ 1／Ｌ 3＋ｋＨ・ＧＤ／2 

Ｆ 2＝Ｗ 1・Ｌ 2／Ｌ 3 

ここで， 

Ｗ 1 ：スラスト荷重（kN） 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ 1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ 2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ 1 ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 2 ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 3 ：ヒンジ芯間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.1－2 ヒンジ部に生じる荷重の例  

Ｆ 1 

Ｌ3 

Ｆ1 

ｋＨ 

ｋＵＤ 

扉重心 
位置 

Ｌ1 

Ｗ1 
Ｆ2 

Ｌ2 
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重

の例を図 4.1－3 に示す。 

 

Ｍ1＝Ｗ 1・Ｌ 4・10-3 

Ｑ1＝Ｗ 1 

ここで， 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｌ4 ：ヒンジ板の 2 軸間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.1－3 ヒンジ板に生じる荷重の例 

 

  

Ｗ1 

Ｌ4 

ヒンジ板 ヒンジピン 

ヒンジボルト 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる

荷重の例を図 4.1－4 に示す。 

 

Ｍ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ ・Ｌ 5・10-3 

Ｑ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ここで， 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ5 ：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

 

 

 

図 4.1－4 ヒンジピンに生じる荷重の例 

 

  

2Ｆ  

Ｌ5 

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

1Ｆ  

2 2
1 2Ｆ Ｆ  
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生

じる荷重の例を図 4.1－5 に示す。 

 

Ｑ3＝
2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

ｎ1 ：ヒンジボルトの本数（本） 

 

          

 

図 4.1－5 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

  

ヒンジボルト 

2 2
1 1Ｗ Ｆ  

1Ｗ  

2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n

  

Ｆ1 
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(2) カンヌキ部 

カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構

成されており，生じる応力は次式により算定する。カンヌキ部に作用する荷

重の例を図 4.1－6 に示す。 

 

Ｒ 1＝ｋＨ・ＧＤ／ｎ 2 

ここで， 

Ｒ 1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｋＨ  ：水平震度 

ＧＤ  ：扉重量（kN） 

ｎ 2 ：カンヌキの本数（本） 

 

 

 

図 4.1－6 カンヌキ部に作用する荷重の例 

  

Ｒ1 

Ｒ1 

 

Ｒ1 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当たって

は，カンヌキの一端を固定端としてモデル化した片持ちはりとして評価し，

カンヌキの取付部位に応じて作用する応力を考慮する。カンヌキに生じる

荷重の例を図 4.1－7 に示す。 

 

Ｍ4＝Ｒ 1・Ｌ 6・10-3
 

Ｑ4＝Ｒ 1 

ここで， 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

Ｌ6 ：カンヌキの突出長さ（mm） 

 

 

 

図 4.1－7 カンヌキに生じる荷重の例 

  

Ｒ1 

 

カンヌキ 

Ｌ6 
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b. カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けピンに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に

当たっては，カンヌキ受けピン端部をピン支持とした単純はりとして評価

し，カンヌキ受けピンの中央に作用する応力を考慮する。カンヌキ受けピ

ンに生じる荷重の例を図 4.1－8 に示す。 

 

Ｍ5＝Ｒ 1・Ｌ 7・10-3／4 

Ｑ5＝Ｒ 1／2 

ここで， 

Ｍ5 ：カンヌキ受けピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けピンのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

Ｌ7 ：カンヌキ受けピン長さ（mm） 

 

 

 

図 4.1－8 カンヌキ受けピンに生じる荷重の例 

  

Ｒ1 

 
Ｌ 7 

カンヌキ受けピン 
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c. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキ受

けボルトに生じる荷重の例を図 4.1－9 に示す。 

 

Ｔ6＝Ｒ 1／ｎ 3 

ここで， 

Ｔ6 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｎ3 ：カンヌキ受けボルト本数（本） 

 

 

 

図 4.1－9 カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例 

  

Ｒ1／ｎ 3 

 

Ｒ1／ｎ 3 

 

カンヌキ受けボルト 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は次式により算定する。アンカーボルトに作

用する荷重の例を図 4.1－10 に示す。 

 

Ｗ 2＝（1＋ｋＵＤ）・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｆ 3＝ｋＨ・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｔ 7A＝Ｑ7A＝
2 2
2 3

4

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｗ 2 ：扉枠重量を考慮したスラスト荷重（kN） 

Ｆ 3 ：扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｔ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN） 

Ｑ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力（kN） 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

ｋＨ ：水平震度 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ＧＷ ：扉枠重量（kN） 

ｎ 4 ：アンカーボルト本数（本） 

 

 

   

図 4.1－10 アンカーボルトに作用する荷重の例 
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4.1.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジ板の短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで， 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジ板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／Ａ 1 

ここで， 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板のせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応

力度以下であることを確認する。 

   2 2
1 s1 ｔ13 ≦　f

 

ここで， 

ｓｆｔ 1  ：ヒンジ板の短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2）  

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジピン

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで， 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジピンに生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許

容応力度以下であることを確認する。 

   2 2
2 s2 ｔ23 ≦　f  

ここで， 

ｓｆｔ 2 ：ヒンジピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルト

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａ 3 

ここで， 

τ3 ：ヒンジボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトのせん断断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ部 

a. カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキに生じる曲げ応力度 

σ4＝（Ｍ 4・106）／Ｚ 4 

ここで， 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキに生じるせん断応力度 

τ4＝（Ｑ 4・103）／Ａ 4 

ここで， 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ａ4 ：カンヌキのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応

力度以下であることを確認する。 

2 2
4 4 s t 43 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 4 ：カンヌキの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

  



 

84 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

b. カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カン

ヌキ受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度 

σ5＝（Ｍ 5・106）／Ｚ 5 

ここで， 

σ5 ：カンヌキ受けピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ5 ：カンヌキ受けピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ5 ：カンヌキ受けピンの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキ受けピンに生じるせん断応力度 

τ5＝（Ｑ 5・103）／Ａ 5 

ここで， 

τ5 ：カンヌキ受けピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けピンのせん断力（kN） 

Ａ5 ：カンヌキ受けピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキ受けピンに生じる組合せ応力度 

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組

合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキ受け

ピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

2 2
5 5 s t 53 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 5 ：カンヌキ受けピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ5 ：カンヌキ受けピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ5 ：カンヌキ受けピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，カンヌ

キ受けボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ6＝（Ｔ 6・103）／Ａ 6 

ここで， 

σ6 ：カンヌキ受けボルトの引張応力度（N/mm2） 

Ｔ6 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ａ6 ：カンヌキ受けボルトの軸断面積（mm2） 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力及びせん断力を「各種合成構造

設計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下で

あることを確認する。 

 

（Ｑ7A／Ｑ7B） 2＋（Ｔ 7A／Ｔ 7B）2≦1.0 

 

Ｑ 7A／Ｑ7B≦1.0 

ここで，  

Ｑ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 7B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

Ｔ 7A／Ｔ7B≦1.0 

ここで， 

Ｔ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 7B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 
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4.1.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.1－5 に示す。 

 

表 4.1－5 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

24 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 11.18 

ＧＤ kN 扉重量 5.884 

ｋＨ － 水平震度 2.23 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.90 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 610 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 65 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 1667 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 235 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 42670 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 3200 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 38 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 1534 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 490.9 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 4 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 157 

カ

ン

ヌ

キ

部 

共通 ｎ2 本 カンヌキの本数 2 

カンヌキ 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 41 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 6283 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 1257 

カンヌキ受け

ピン 

Ｌ7 mm カンヌキ受けピン長さ 70 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けピンの断面係数 785.4 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けピンのせん断断面積 314.2 

カンヌキ受け

ボルト 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 2 

Ａ6 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 58 

アンカ―ボルト 
ＧＷ kN 扉枠重量 1.317 

ｎ4 本 アンカーボルトの本数 7 
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4.2 タイプⅡ 

4.2.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。基準地震動Ｓｓによる地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，ヒンジ部

（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，カンヌキ

受けボルト）から扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部

周囲の躯体に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部，カンヌキ部及びア

ンカーボルトとする。 

また，代表としてタイプⅡの中で評価結果が厳しい評価対象部位を有する

「No.28」の耐震評価結果及び原子炉建物のすべての水密扉（タイプⅠ，Ⅱ）の

中で評価結果が厳しい評価対象部位を有する「No.12」の耐震評価結果を示すも

のとする。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.2－1に，タイプⅡ水密扉リストを表 4.2

－1 に示す。 
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図 4.2－1 水密扉に作用する荷重の作用図  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

ヒンジ部 
扉板 カンヌキ部 

躯体 

カンヌキ 
カンヌキ受けボルト 

ヒンジ板 
ヒンジピン 
ヒンジボルト 

ｋ
Ｈ
 

アンカーボルト 

ｋ
Ｈ
 

アンカーボルト 
（ヒンジ側) 

アンカーボルト 

カンヌキ部 

ヒンジ部 

正面図 断面図 

平面図 

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ受けボルト カンヌキ 

カンヌキ部詳細平面図 カンヌキ部詳細立面図 ヒンジ部立面図 

扉枠 

ｋＵＤ 

アンカーボルト 
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表 4.2－1 タイプⅡ水密扉リスト 

水密扉

No. 
扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉  

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉  

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉  

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉  

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉  

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉  

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉  

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉  

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 〇 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉  

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉  

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 〇 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉  

30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉  

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北）  

38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東）  

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中）  

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西）  

41 復水貯蔵タンク水密扉  

42 補助復水貯蔵タンク水密扉  

43 トーラス水受入タンク水密扉  

44 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

水密扉 

 

  



 

91 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

4.2.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていない

ことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.2.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.2.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

Ｓクラス及びＣ－２クラスの地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考

慮する。なお，廃棄物処理建物に設置されるＢクラスの水密扉は保守的に基

準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。地震荷重は「3. 固有振動数及び設計

用地震力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.2.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.2.3.1 使用材料 

タイプⅡを構成するヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

を表 4.2－2 に示す。 

 

表 4.2－2 ヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SS400 PL-70×150 

ヒンジピン S45C 60φ 

ヒンジボルト SCM435 M22 

カンヌキ部 

カンヌキ － 
転がり軸受 

（スタッド径 16 ㎜） 

カンヌキ受け

ボルト 
SS400 M16 

アンカーボルト SS400 M16 
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4.2.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 4.2

－3 の値とする。 

 

表 4.2－3 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

引張 曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 235 135 

SS400（40＜ｔ≦100）＊ 215 215 124 

S45C 345 345 199 

SCM435 651 651 375 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

(2) アンカーボルトの許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，「4.2.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算定した，表 4.2－4 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 
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表 4.2－4 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 30 8 

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 20 22 

 

(3) カンヌキ 

カンヌキの許容荷重は，表 4.2－5 の値とする。 

 

表 4.2－5 カンヌキの許容荷重 

材質 

許容荷重 

定格荷重（kN） 

転がり軸受（スタッド径 16 ㎜） 20 
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4.2.4 評価方法 

4.2.4.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各

部材に発生する応力を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を図 4.2－2 に

示す。 

 

Ｗ 1＝ＧＤ＋ｋＵＤ・ＧＤ 

Ｆ 1＝Ｗ 1・Ｌ 1／Ｌ 3＋ｋＨ・ＧＤ／2 

Ｆ 2＝Ｗ 1・Ｌ 2／Ｌ 3 

ここで， 

Ｗ 1 ：スラスト荷重（kN） 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ 1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ 2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ 1 ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 2 ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 3 ：ヒンジ芯間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.2－2 ヒンジ部に生じる荷重の例  
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重

の例を図 4.2－3 に示す。 

 

Ｍ1＝Ｗ 1・Ｌ 4・10-3 

Ｑ1＝Ｗ 1 

ここで， 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｌ4 ：ヒンジ板の 2 軸間距離（mm） 

 

 

 

 

 

図 4.2－3 ヒンジ板に生じる荷重の例 

 

  

Ｗ1 

Ｌ4 

ヒンジ板 
ヒンジピン 

ヒンジボルト 



 

97 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる

荷重の例を図 4.2－4 に示す。 

 

Ｍ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ ・Ｌ 5・10-3 

Ｑ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ここで， 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ5 ：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

 

 

 

図 4.2－4 ヒンジピンに生じる荷重の例 
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ヒンジピン 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生

じる荷重の例を図 4.2－5 に示す。 

 

Ｑ3＝
2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

ｎ1 ：ヒンジボルトの本数（本） 

 

          

  

 

 

図 4.2－5 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

  

ヒンジボルト 
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(2) カンヌキ部 

カンヌキ部は，カンヌキ及びカンヌキ受けボルトで構成されており，生じ

る応力は次式により算定する。カンヌキ部に作用する荷重の例を図 4.2－6

に示す。 

 

Ｒ 1＝ｋＨ・ＧＤ／ｎ 2 

ここで， 

Ｒ 1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｋＨ  ：水平震度 

ＧＤ  ：扉重量（kN） 

ｎ 2 ：カンヌキの本数 

 

 

 

 

 

 

図 4.2－6 カンヌキ部に作用する荷重の例 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキに生じる荷重

の例を図 4.2－7 に示す。 

 

Ｑ4＝Ｒ 1 

ここで， 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

 

 

図 4.2－7 カンヌキに生じる荷重の例 

  

Ｒ１ 
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b. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキ受

けボルトに生じる荷重の例を図 4.2－8 に示す。 

 

Ｔ5＝Ｒ 1／ｎ 3 

ここで， 

Ｔ5 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ｒ1 ：カンヌキ受けボルトに作用する荷重（kN） 

ｎ3 ：カンヌキ受けボルト本数（本） 

 

 

 

 

図 4.2－8 カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例  

Ｒ1／ｎ 3 

 

カンヌキ受けボルト 



 

102 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は次式により算定する。アンカーボルトに作

用する荷重の例を図 4.2－9 に示す。 

 

Ｗ 2＝（1＋ｋＵＤ）・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｆ 3＝ｋＨ・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｔ 6A＝Ｑ6A＝
2 2
2 3

4

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｗ 2 ：扉枠重量を考慮したスラスト荷重（kN） 

Ｆ 3 ：扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｔ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN）  

Ｑ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力（kN） 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

ｋＨ ：水平震度 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ＧＷ ：扉枠重量（kN） 

ｎ 4 ：アンカーボルトの本数（本） 

 

 

 

 

 

図 4.2－9 アンカーボルトに作用する荷重の例 
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4.2.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界以

下であることを確認する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジ板の短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで， 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジ板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／Ａ 1 

ここで， 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板のせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応

力度以下であることを確認する。 

   2 2
1 s1 ｔ13 ≦　f

 

ここで， 

ｓｆｔ 1 ：ヒンジ板の短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジピン

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで， 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジピンに生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許

容応力度以下であることを確認する。 

   2 2
2 s2 ｔ23 ≦　f  

ここで， 

ｓｆｔ 2 ：ヒンジピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルト

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａ 3 

ここで， 

τ3 ：ヒンジボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトのせん断断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ部 

a. カンヌキ 

カンヌキに生じるせん断力がカンヌキの短期許容耐力以下であることを

確認する。 

 

b. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，カンヌ

キ受けボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ5＝（Ｔ 5・103）／Ａ 5 

ここで，  

σ5 ：カンヌキ受けボルトの引張応力度（N/mm2） 

Ｔ5 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ａ5 ：カンヌキ受けボルトの軸断面積（mm2） 

 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力及びせん断力を「各種合成構造

設計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下で

あることを確認する。 

 

（Ｑ6A／Ｑ6B） 2＋（Ｔ 6A／Ｔ 6B）2≦1.0 

 

Ｑ 6A／Ｑ6B≦1.0 

ここで， 

Ｑ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 6B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

Ｔ 6A／Ｔ6B≦1.0 

ここで，  

Ｔ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 6B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 
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4.2.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.2－6 に示す。 

 

表 4.2－6(1) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

12 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 23.19 

ＧＤ kN 扉重量 11.77 

ｋＨ － 水平震度 0.98 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.97 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 1130 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 117 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 1631 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 340 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 262500 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 10500 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 46 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 21210 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 2827 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 6 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 303 

カ

ン

ヌ

キ

部 

共通 ｎ2 本 カンヌキの本数 2 

カンヌキ受け 

ボルト 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 2 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 157 

アンカ―ボルト 
ＧＷ kN 扉枠重量 2.109 

ｎ4 本 アンカーボルトの本数 6 
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表 4.2－6(2) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

28 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 52.72 

ＧＤ kN 扉重量 27.46 

ｋＨ － 水平震度 1.10 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.92 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 2014.5 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 136 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 1740 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 340 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 262500 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 10500 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 46 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 21210 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 2827 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 6 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 303 

カ

ン

ヌ

キ

部 

共通 ｎ2 本 カンヌキの本数 2 

カンヌキ受け 

ボルト 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 2 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 157 

アンカ―ボルト 
ＧＷ kN 扉枠重量 8.715 

ｎ4 本 アンカーボルトの本数 64 
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4.3 タイプⅢ 

4.3.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピ

ン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，カンヌキ受けプレート）から鉄

骨躯体に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部及びカンヌキ部とする。 

タイプⅢ水密扉については，風荷重も作用するが，風荷重による水密扉の評価

は，Ⅵ-3-別添 3-4-2「水密扉の強度計算書（溢水）」に示しているため，本書

では検討しない。また，風荷重は鉄骨躯体を介して，水密扉を支持する防水壁に

伝わる構造となっている。防水壁の検討については，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐

震性についての計算書」にて検討を実施している。 

タイプⅢ水密扉は No.31 及び No.32 であり，同様の構造であることから代表と

して水密扉「No.31」にて評価結果を示す。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.3－1 に示す。 
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図 4.3－1 水密扉に作用する荷重の作用図 

  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
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4.3.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.3.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていない

ことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.3.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.3.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

耐震Ｃ－１クラス施設及び耐震Ｃ－２クラス施設の地震荷重は，基準地震

動Ｓｓによる荷重を考慮する。地震荷重は「3. 固有振動数及び設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.3.3.1 使用材料 

タイプⅢを構成するヒンジ部及びカンヌキ部の使用材料を表 4.3－1 に示

す。 

 

表 4.3－1 ヒンジ部及びカンヌキ部の使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SUS304 PL-40×40 

ヒンジピン SUS304 20φ 

ヒンジボルト SUS304 M10 

カンヌキ部 

カンヌキ SCM435 12φ 

カンヌキ受け

プレート 
SS400 ｔ12 
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4.3.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 4.3

－2 の値とする。 

 

表 4.3－2 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

引張 曲げ せん断 

SS400 235 235 135 

SUS304 205 205 118 

SCM435 651 651 375 
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4.3.4 評価方法 

4.3.4.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各

部材に発生する応力を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を図 4.3－2 に

示す。 

 

Ｗ 1＝ＧＤ＋ｋＵＤ・ＧＤ 

Ｆ 1＝Ｗ 1・Ｌ 1／Ｌ 3＋ｋＨ・ＧＤ／2 

Ｆ 2＝Ｗ 1・Ｌ 2／Ｌ 3 

ここで， 

Ｗ 1 ：スラスト荷重（kN） 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ 1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ 2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ 1 ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 2 ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 3 ：ヒンジ芯間距離（mm） 

 

 

図 4.3－2 ヒンジ部に生じる荷重の例  

Ｌ1 

ｋＨ 

ｋＵＤ 

扉重心 
位置 

Ｆ1 

Ｌ3 

Ｆ1 

Ｗ１ 

Ｌ2 

Ｆ2 
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重

の例を図 4.3－3 に示す。 

 

Ｍ1＝Ｗ 1・Ｌ 4・10-3 

Ｑ1＝Ｗ 1 

ここで， 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｌ4 ：ヒンジ板の 2 軸間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.3－3 ヒンジ板に生じる荷重の例 

 

  

Ｗ１ 

Ｌ4 

ヒンジピン 

ヒンジ板 

ヒンジボルト 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる

荷重の例を図 4.3－4 に示す。 

 

Ｍ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ ・Ｌ 5・10-3 

Ｑ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ここで， 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ5 ：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

 

 

 

図 4.3－4 ヒンジピンに生じる荷重の例 

 

  

2Ｆ  

1Ｆ  

2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

Ｌ5 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生

じる荷重の例を図 4.3－5 に示す。 

 

Ｑ3＝
2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

ｎ1 ：ヒンジボルトの本数 

 

 

 

 

図 4.3－5 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

  

 

 

1Ｗ  

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

2 2
1 1Ｗ Ｆ

1Ｆ

2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n


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(2) カンヌキ部 

カンヌキ部は，カンヌキ及びカンヌキ受けプレートで構成されており，生

じる応力は次式により算定する。カンヌキ部に作用する荷重の例を図 4.3－

6 に示す。 

 

Ｒ 1＝ｋＨ・ＧＤ／ｎ 2 

ここで， 

Ｒ 1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｋＨ  ：水平震度 

ＧＤ  ：扉重量（kN） 

ｎ 2 ：カンヌキの本数 

 

 

 

 

 

図 4.3－6 カンヌキ部に作用する荷重の例 

  

Ｒ1 

 

カンヌキ 

カンヌキ受けプレート 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当たって

は，カンヌキの一端を固定端としてモデル化した片持ちはりとして評価し，

カンヌキの取付部位に応じて作用する応力を考慮する。カンヌキに生じる

荷重の例を図 4.3－7 に示す。 

 

Ｍ4＝Ｒ 1・Ｌ 6・10-3 

Ｑ4＝Ｒ 1 

ここで，  

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

Ｌ6 ：カンヌキの突出長さ（mm） 

 

 

 

 

 

図 4.3－7 カンヌキに生じる荷重の例 

  

Ｒ1 

 

Ｌ 6 

カンヌキ 



 

120 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

b. カンヌキ受けプレート 

カンヌキ受けプレートに生じる応力は，次式により算定する。なお，算

定に当たっては，カンヌキ受けプレート端部を固定端としてモデル化した

片持ちはりとして評価し，カンヌキ受けプレートに作用する応力を考慮す

る。カンヌキ受けプレートに生じる荷重の例を図 4.3－8 に示す。 

 

Ｍ5＝Ｒ 1・Ｌ 7・10-3 

Ｑ5＝Ｒ 1 

ここで， 

Ｍ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：カンヌキ受けプレートに作用する荷重（kN） 

Ｌ7 ：カンヌキ受けプレートの長さ（mm） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3－8 カンヌキ受けプレートに生じる荷重の例 

  

Ｌ7 

Ｒ1 カンヌキ受けプレート 
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4.3.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジ板の短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで， 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジ板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／Ａ 1 

ここで， 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板のせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応

力度以下であることを確認する。 

   2 2
1 s1 ｔ13 ≦　f

 

ここで， 

ｓｆｔ 1 ：ヒンジ板の短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジピン

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで， 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジピンに生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許

容応力度以下であることを確認する。 

   2 2
2 s2 ｔ23 ≦　f  

ここで， 

ｓｆｔ 2 ：ヒンジピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルト

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａ 3 

ここで， 

τ3 ：ヒンジボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトのせん断断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ部 

a. カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキに生じる曲げ応力度 

σ4＝（Ｍ 4・106）／Ｚ 4 

ここで， 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキに生じるせん断応力度 

τ4＝（Ｑ 4・103）／Ａ 4 

ここで， 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ａ4 ：カンヌキのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応

力度以下であることを確認する。 

2 2
4 4 s t 43 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 4 ：カンヌキの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 
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b. カンヌキ受けプレート 

カンヌキ受けプレートに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，

カンヌキ受けプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキ受けプレートに生じる曲げ応力度 

σ5＝（Ｍ 5・106）／Ｚ 5 

ここで， 

σ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ5 ：カンヌキ受けプレートの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキ受けプレートに生じるせん断応力度 

τ5＝（Ｑ 5・103）／Ａ 5 

ここで， 

τ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断力（kN） 

Ａ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキ受けプレートに生じる組合せ応力度 

カンヌキ受けプレートに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，

組合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキ受

けプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。 

2 2
5 5 s t53 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 5 ：カンヌキ受けプレートの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げ応力度（N/mm2） 

τ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断応力度（N/mm2） 
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4.3.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.3－3 に示す。 

 

表 4.3－3 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

31 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 7.332 

ＧＤ kN 扉重量 4.119 

ｋＨ － 水平震度 1.22 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.78 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 540 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 148 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 1570 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 80 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 10670 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 1600 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 5 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 785.4 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 314.2 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 4 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 58 

カ

ン

ヌ

キ

部 

共通 ｎ2 本 カンヌキの本数 3 

カンヌキ 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 45 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 169.6 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 113.1 

カンヌキ受け 

プレート 

Ｌ7 mm カンヌキ受けプレートの長さ 144 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けプレートの断面係数 5520 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けプレートのせん断断面積 2760 
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4.4 タイプⅣ 

4.4.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，扉板から水密扉戸当り用支柱，

芯材及び外部縦柱に伝わり，水密扉戸当り用支柱を固定するアンカーボルトを介

し，取水槽躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉板，水密扉戸当り用支

柱，芯材，外部縦柱，外部縦柱固定ボルト，締付ボルト，固定プレート及びアン

カーボルトとする。 

タイプⅣ水密扉は No.35 及び No.36 であり，評価結果が厳しい評価対象部位を

有することから，代表として「No.35」の耐震評価結果を示す。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.4－1に，タイプⅣ水密扉リストを表 4.4

－1 に示す。 
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図 4.4－1 水密扉に作用する荷重の作用図 

取水槽除じん機エリア水密扉（東） 

  

扉板 

外部縦柱 
外部縦柱 

芯材 

扉板 

芯材 

（取水槽側） （外側） 

（外側） 

（取水槽側） 

水密扉戸当り用支柱 

取水槽（躯体） 取水槽 

（躯体） アンカーボルト  アンカーボルト  

正面図  断面図  

平面図  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

扉板 

外部縦柱 

水密扉戸当り用支柱 アンカーボルト  

ｋ
Ｈ
 

締付ボルト 

固定プレート 

外部縦柱固定ボルト 

締付ボルト 

固定プレート 

外部縦柱 

固定ボルト 

締付ボルト 
固定プレート 

外部縦柱固定ボルト 
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表 4.4－1 タイプⅣ水密扉リスト 

水密扉

No. 
扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） ○ 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西）  
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4.4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.4.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ＋Ｗ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｗ ：風荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていな 

いことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.4.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.4.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3. 固有振動数及

び設計用地震力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

            Ｇ ：固定荷重（kN） 

            ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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(3) 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力

に風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる風圧力

を表 4.4－2 に示す。 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 4.4－2 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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4.4.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.4.3.1 使用材料 

タイプⅣを構成する扉板，水密扉戸当り用支柱，芯材，外部縦柱，外部

縦柱固定ボルト，締付ボルト，固定プレート及びアンカーボルトの使用材

料を表 4.4－3 に示す。 

 

表 4.4－3 水密扉の使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-9 

水密扉戸当り用支柱 SS400 H-200×200×8×12 

芯材 SS400 [-150×75×6.5×10 

外部縦柱 SS400 [-250×90×9×13 

外部縦柱固定ボルト SS400 M20 

締付ボルト SS400 M20 

固定プレート SS400 PL-25 

アンカーボルト SUS304 M24 
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4.4.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 4.4－4 の値とする。 

 

表 4.4－4 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 235 235 135 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

(2) アンカーボルトの許容限界の算定値 

アンカーボルトの許容限界は，「4.4.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算出した表 4.4－5 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

 

表 4.4－5 アンカーボルトの許容限界 

 

下線部：許容耐力 

注記＊：へりあき寸法が有効埋込み長さより大きいため，アンカーボルトのせん

断強度及び定着したコンクリート躯体の支圧強度でせん断耐力は決まる。 

材質 条件 
許容耐力(kN/本) 

引張 せん断 

アンカーボルト

（SUS304） 

アンカーボルトの降伏により定ま

る場合 
90  

アンカーボルトのせん断強度によ

り定まる場合 
 51 

定着したコンクリート躯体のコー

ン状破壊により定まる場合 
103 －＊ 

定着したコンクリート躯体の支圧

強度により定まる場合 
 91 
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4.4.4 評価方法 

4.4.4.1 応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，芯材を支点とした単純支持ばりとして算定する。扉

板に作用する荷重の例を図 4.4－2 に示す。 

 

a. 扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ1＝Ｇ 1・ｋＨ  

 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷 

重(kN) 

Ｇ1 ：水密扉材の自重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重  

ｗss1＝Ｂ３・ｗｈ１ 

ｗｈ１＝ｐ２ ’＋ｗ 

ｐ２ ’＝ Ｓｓ 1 / (Ｂ２・Ｌ２) 

 

ｗss1 ：扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 

Ｂ３ ：荷重の載荷幅(m) 

ｗｈ１ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布荷重 (kN/m2) 

ｐ２ ’ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重  

 (kN) 

Ｂ２ ：水密扉幅 (m) 

Ｌ２ ：水密扉高さ (m) 

 

c. 扉板に生じる曲げ応力度 

Ｍ1＝ｗ ss1・Ｌ３
2／8 

 

Ｍ1 ：扉板に生じる曲げモーメント（kN・m） 

 



 

135 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

ｗss1 ：扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 

Ｌ３ ：扉板の部材長（m） 

 

 

 

 

 

図 4.4－2 扉板に生じる荷重の例 

 

  

除じん機エリア水密扉(西)

Ｌ3 

Ｌ3 

Ｗss１ 
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(2) 芯材 

芯材の引張側は，縦枠端部を支点とする単純ばりとして計算する。芯材に

作用する荷重の例を図 4.4－3 に示す。 

  

a. 水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ1＝Ｇ 1・ｋＨ 

 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震 

荷重(kN) 

Ｇ1 ：水密扉材の自重 (kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 芯材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重  

ｗss2＝Ｂ４・ｗｈ１ 

ｗｈ１＝ｐ２ ’＋ｗ 

ｐ２ ’＝ Ｓｓ 1/ (Ｂ２・Ｌ２) 

 

ｗss2 ：芯材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 

Ｂ４ ：荷重の載荷幅(m) 

ｗｈ１ ：扉板に作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m2) 

ｐ２ ’ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

 (kN) 

Ｂ２ ：水密扉幅 (m) 

Ｌ２ ：水密扉高さ (m) 

 

c. 芯材に生じる曲げ応力度 

Ｍ2＝ｗ ss2・Ｌ４
2／8 

 

Ｍ2 ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

ｗss2  ：対象芯材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 
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Ｌ４  ：芯材の部材長（m） 

 

d. 芯材に生じるせん断応力度 

Ｑ2＝ｗ ss2・Ｌ４／2 

 

Ｑ2 ：芯材のせん断力（kN） 

ｗss2 ：芯材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷 

重(kN/m) 

Ｌ４  ：芯材の部材長 (m) 

 

 

図 4.4－3 芯材に作用する荷重の例 

 

  

ｗss２ 

Ｌ4 
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(3) 外部縦柱 

外部縦柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとして計算する。

外部縦柱に作用する荷重の例を図 4.4－4 に示す。 

 

a. 外部縦柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ1＝Ｇ 1・ｋＨ 

 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷 

重(kN) 

Ｇ1 ：水密扉材の自重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 外部縦柱に作用する単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｈ２＝(ｐ２ ’＋ ｗ)・Ｂ５/2 

ｐ２ ’＝Ｓｓ 1 / (Ｂ２・Ｌ２) 

 

ｗｈ２ ：外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m) 

ｐ２ ’ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ｂ５ ：外部縦柱スパン(m) 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷 

重(kN) 

Ｂ２ ：水密扉幅 (m) 

Ｌ２ ：水密扉高さ（m） 

 

c. 外部縦柱に生じる曲げ応力度 

Ｍ3＝ｗｈ２・Ｌ５
2 /2 

 

Ｍ3 ：外部縦柱の曲げモーメント（kN・m） 

ｗｈ２   ：外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m) 

Ｌ５  ：外部縦柱全長（m） 
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d. 外部縦柱に生じるせん断応力度 

Ｑ3＝ｗｈ２・Ｌ５ 

 

Ｑ3 ：外部縦柱のせん断力（kN） 

ｗｈ２   ：外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m) 

Ｌ５  ：外部縦柱全長(m)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4－4 外部縦柱に生じる荷重の例 

 

 

 

 

 

 

  

ｋＨ 

ｋＵＤ 

Ｌ
５
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(4) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとし

て計算する。水密扉戸当り用支柱に作用する荷重の例を図 4.4－5 に示す。 

 

a. 水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ2＝Ｇ 2・ｋＨ  

Ｓｓｖ＝Ｇ 2・ｋＵＤ 

 

Ｓｓ2 ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向 

の設計地震荷重(kN) 

Ｇ2 ：水密扉材と壁材の合計自重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｓｓｖ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方 

向の設計地震荷重 (kN) 

ｋＵＤ  ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの等分布荷重  

ｗｈ３＝Ｗｈ/Ｌ１ 

Ｗｈ＝Ｓｓ２＋Ｗ１ 

 

ｗｈ３   ：水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等 

分布荷重 (kN/m) 

Ｗｈ   ：水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｌ１ ：水密扉戸当り用支柱全長(m) 

Ｓｓ２ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向 

の設計地震荷重(kN) 

Ｗ１  ：設計水平風荷重(kN) 

 

c. 水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度 

Ｍ４＝ｗｈ３・Ｌ１
2/2 

 

Ｍ４ ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

ｗｈ３   ：水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の 

等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ１  ：水密扉戸当り用支柱全長（m） 
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d. 水密扉戸当り用支柱に生じる鉛直荷重 

① 引張応力度（鉛直上向き）（安全側の検討として自重は考慮しない） 

Ｎ4＝Ｓｓｖ  

 

Ｎ4 ：水密扉戸当り用支柱の引張荷重（kN） 

Ｓｓｖ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直 

方向の設計地震荷重（kN） 

 

② 圧縮応力度（鉛直下向き） 

Ｎ5＝Ｓｓｖ＋Ｇ 2 

 

Ｎ5 ：水密扉戸当り用支柱の圧縮荷重（kN） 

Ｓｓｖ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直 

方向の設計地震荷重（kN） 

Ｇ2 ：水密扉材と壁材の合計自重(kN) 

 

e. 水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度 

Ｑ4＝Ｗｈ 

 

Ｑ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

Ｗｈ  ：水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向の荷重(kN)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4－5 水密扉戸当り用支柱に生じる荷重の例 

  

M

L1
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Ｌ１ 

Ｗｈ 

Ｍ４ 
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(5) 締付ボルト 

締付ボルトに生じる応力は，次式により算定する。締付ボルトに生じる荷

重の例を図 4.4－6 に示す。 

 

Ｆ５＝Ｗｈ１・Ｌ５・Ｂ５ 

 

Ｆ５ ：締付ボルトに作用する荷重（kN） 

Ｗｈ１ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布荷重 

（kN/m2） 

Ｌ５ ：外部縦柱全長（m） 

Ｂ５ ：外部縦柱スパン（m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4－6 締付ボルトに生じる荷重の例  

 

(6) 固定プレート 

固定プレートに生じる応力は，次式により算定する。固定プレートに生じ

る荷重の例を図 4.4－7 に示す。 

 

Ｍ５＝（Ｆ６/ｎ６）・Ｌ６ 

Ｆ６＝Ｆ５ 

 

Ｍ５ ：固定プレートの曲げモーメント（kN･mm） 

Ｆ６ ：固定プレートに作用する荷重（kN） 

ｎ６ ：固定プレートの枚数（枚） 

Ｌ６ ：固定プレート固定端から締付ボルトまでの距離（㎜） 

Ｆ５ ：締付ボルトに作用する荷重（kN） 

 

  

Ｆ５ 
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Ｑ５＝Ｆ６/ｎ６ 

 

Ｑ５ ：固定プレートのせん断力（kN） 

Ｆ６ ：固定プレートに作用する荷重（kN） 

ｎ６ ：固定プレートの枚数（枚） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4－7 固定プレートに生じる荷重の例 

 

(7) 外部縦柱固定ボルト 

外部縦柱固定ボルトに生じる応力は，解析モデルを用いたフレーム解析及

び評価式により算定する。応力解析は以下の方針に基づき行う。外部縦柱の

部材に生じる力の断面概念図を図 4.4－8 に，解析モデル概要図を図 4.4－9

に示す。解析モデルは，外部縦柱，水密扉戸当り用支柱及び扉をはり要素で

モデル化し，各柱下端は固定支点，扉下端のレール部はヒンジ支点とする。 

 

a. モデルに作用する荷重及び荷重の組合せは，「4.4.2.1 荷重及び荷重

の組合せ」による。 

b. 応力解析に使用する解析コードは「ＦＲＥＭＩＮＧ」である。なお，解

析コードの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 

  

Ｑ５ 
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図 4.4－8 外部縦柱に生じる力の断面概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4－9 解析モデル概要図 

  

ｐ
２
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外部縦柱固定ボルト 

外部縦柱 
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(8) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる力は，支柱下端の断面力を基に算出する。アンカ

ーボルトに作用する荷重の例を図 4.4－10 に示す。 

 

ＴＡ１＝ⅤＡ１/ＮＡ１＋ＭＡ１・ｘｉＡ１/Σｎ・ｘｉＡ１
2
 

ＱＡ１＝ＳＡ１/ＮＡ１  

 

ＴＡ１   ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力（kN） 

ＱＡ１   ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力（kN） 

ⅤＡ１   ：水密扉戸当り用支柱に発生する引張荷重（kN） 

ＮＡ１   ：アンカーボルト全本数（本） 

ＭＡ１   ：水密扉戸当り用支柱に発生する曲げモーメント（kN・m） 

ｘｉＡ１  ：偏心距離（mm） 

∑n・ｘｉＡ１
2 ：2 次モーメントの合計値（mm2） 

ＳＡ１   ：水密扉戸当り用支柱に発生するせん断力（kN） 

 

 

 

 

 

図 4.4－10 アンカーボルトに生じる荷重の例 
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4.4.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，扉板の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 扉板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

 

σ1    ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1    ：扉板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1    ：扉板の断面係数（mm3） 

 

b. 扉板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／（ｈ 1・ｔ 1） 

 

τ1   ：扉板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1   ：扉板のせん断力（kN） 

ｈ1   ：単位幅当たり高さ（mm） 

ｔ1   ：扉板の厚さ（mm） 

 

(2) 芯材 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 芯材に生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

 

σ2    ：芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2   ：芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2   ：芯材の断面係数（mm3） 
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b. 芯材に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／（ｈ 2・ｔ 2） 

 

τ2   ：芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2   ：芯材のせん断力（kN） 

ｈ2   ：荷重負担幅（mm） 

ｔ2   ：せん断抵抗部材の厚さ（mm） 

 

(3) 外部縦柱 

外部縦柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，各短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 外部縦柱に生じる曲げ応力度 

σ3＝（Ｍ 3・106）／Ｚ 3 

 

σ3    ：外部縦柱の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3   ：外部縦柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3   ：外部縦柱の断面係数（mm3） 

 

b. 外部縦柱に生じるせん断応力度 

τ3＝（Ｑ 3・103）／（ｈ 3・ｔ 3） 

 

τ3   ：外部縦柱のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3    ：外部縦柱のせん断力（kN） 

ｈ3    ：外部縦柱のウェブ高（mm） 

ｔ3    ：外部縦柱のウェブ厚（mm） 

 

c. 外部縦柱に生じる組合せ応力度 

外部縦柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

√σ3
2+3∙τ3

2 ≦ ft 

 

σ3    ：外部縦柱の曲げ応力度（N/mm2） 

τ3   ：外部縦柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆt    ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(4) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，水密

扉戸当り用支柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度 

σ4＝（Ｍ 4・106）／Ｚ 4 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ4 ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：水密扉戸当り用支柱の断面係数（mm3） 

 

b. 水密扉戸当り用支柱に生じる鉛直応力度 

① 引張応力度（鉛直上向き）（安全側の検討として自重は考慮しない） 

σ5＝（Ｎ 4・103）／Ａ 

 

σ5 ：水密扉戸当り用支柱の引張応力度（N/mm2） 

Ｎ4 ：水密扉戸当り用支柱の引張荷重（kN） 

Ａ ：水密扉戸当り用支柱の断面積（mm2） 

 

② 圧縮応力度（鉛直下向き） 

σ6＝（Ｎ 5・103）／Ａ 

 

σ6 ：水密扉戸当り用支柱の圧縮応力度（N/mm2） 

Ｎ5 ：水密扉戸当り用支柱の鉛直荷重（kN） 

Ａ ：水密扉戸当り用支柱の断面積（mm2） 

 

c. 水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度 

τ4＝（Ｑ 4・103）／（ｈ 4・ｔ 4） 

 

τ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

ｈ4 ：水密扉戸当り用支柱のウェブ高（mm） 

ｔ4 ：水密扉戸当り用支柱のウェブ厚（mm） 

 

d. 水密扉戸当り用支柱に生じる組合せ応力度 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応
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力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下である

ことを確認する。 

① 曲げ応力度と引張応力度 

   σ4 fb⁄ +σ5 ft⁄ ≦1 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ5 ：水密扉戸当り用支柱に生じる引張応力度（N/mm2）  

ｆt ：短期許容引張応力度（N/mm2）  

 

② 曲げ応力度と圧縮応力度 

   σ4 fb⁄ +σ6 fc⁄ ≦1 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ6 ：水密扉戸当り用支柱に生じる圧縮応力度（N/mm2）  

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2）  

 

③ 曲げ応力度とせん断応力度 

         √σ4
2+3∙τ4

2 ≦ ft 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆt ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

④ 曲げ応力度，引張応力度，せん断応力度 

√(σ4+σ5)2＋3×τ4
2≦ft 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σ5 ：水密扉戸当り用支柱に生じる引張応力度（N/mm2）  

τ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ  ：短期許容引張応力度（N/mm2）  

 

⑤ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度 

√(σ4＋σ6)
2
＋3×τ4

2≦ft 
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σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σ6 ：水密扉戸当り用支柱に生じる圧縮応力度（N/mm2）  

τ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ  ：短期許容引張応力度（N/mm2）  

 

(5) 締付ボルト 

締付ボルト 1 本当たりの作用荷重を算定し，許容荷重以下であることを確

認する。 

Ｎ６＝Ｆ５/ｎ７ 

 

Ｎ６ ：締付ボルト 1 本当たりに作用する荷重（kN/本） 

Ｆ５ ：締付ボルトに作用する荷重（kN） 

ｎ７ ：締付ボルト本数（本） 

 

(6) 固定プレート 

固定プレートに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，固定プレー

トの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 固定プレートに生じる曲げ応力度 

σ７＝（Ｍ５・103）/Ｚ５ 

 

σ７  ：固定プレートの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ５ ：固定プレートの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ５ ：固定プレートの断面係数（mm3） 

 

b. 固定プレートに生じるせん断応力度 

τ５＝（Ｑ５・103）/（ｈ５・ｔ５） 

 

τ５ ：固定プレートのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ５ ：固定プレートのせん断力（kN） 

ｈ５ ：固定プレートの長さ（mm） 

ｔ５ ：固定プレートの厚さ（mm） 
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(7) 外部縦柱固定ボルト 

外部縦柱固定ボルトに生じる引張応力度及びせん断応力度は応力解析によ

り算定し，外部縦柱固定ボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 外部縦柱固定ボルトに生じる引張応力度 

σ８＝Ｐ１/Ａ１ 

Ｐ１＝（Ｍ６・103）･｛Ｌ７/（Ｌ７
2＋Ｌ８

2）｝ 

 

σ８ ：外部縦柱固定ボルトの引張応力度（N/mm2） 

Ｐ１ ：外部縦柱固定ボルト 1 本当たりに作用する引張力（N） 

Ａ１ ：ボルトの断面積（mm2） 

Ｍ６ ：外部縦柱固定部の曲げモーメント（kN･m） 

Ｌ７ ：固定端から内側のボルトまでの距離（m） 

Ｌ８ ：固定端から外側のボルトまでの距離（m） 

 

b. 外部縦柱固定ボルトに生じるせん断応力度 

τ６＝Ｑ６/Ａ１ 

Ｑ６＝Ｎ７・103 /ｎ８ 

 

τ６ ：外部縦柱固定ボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ６ ：外部縦柱固定ボルト 1 本当たりに作用するせん断力（N） 

Ａ１ ：ボルトの断面積（mm2） 

Ｎ７ ：外部縦柱固定部のせん断力（kN） 

ｎ８ ：ボルトの本数（本） 
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(8) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造

設計指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重以下であることを確

認する。 

 

（ＴＡ１／Ｔa）2＋（ＱＡ１／Ｑ a） 2≦1 

ＴＡ１／Ｔa≦1.0 

ＱＡ１／Ｑa≦1.0 

 

ＴＡ１  ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔ a         ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

ＱＡ１  ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑ a      ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 
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4.4.5 評価条件 

「4.4.4 評価方法」に用いる評価条件を表 4.4－6 に示す。 

 

表 4.4－6(1) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

35 

共通 

Ｓｓ 1 kN 
扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水

平方向の設計地震荷重 
19.8 

Ｇ1 kN 水密扉材の自重 11.0 

ｋＨ ― 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

ｗｈ１ kN/m2 
扉板に作用する単位面積当たりの設計水

平等分布荷重 
6.09 

ｐ２ ’ kN/m2 
扉板に作用する単位面積当たりの設計水

平等分布地震荷重 
4.38 

Ｂ２ m 水密扉幅 1.940 

Ｌ２ m 水密扉高さ 2.333 

Ｇ２ kN 水密扉材と壁材の合計自重 14.7 

ｋＵＤ ― 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.8 

扉板 

ｗ ss1 kN/m 
扉板に作用する単位長さ当たりの水平方

向の等分布荷重 
6.08 

Ｂ３ m 荷重の載荷幅 1.000 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

Ｍ1 kN・m 扉板に生じる曲げモーメント 0.29 

Ｌ３ m 扉板の部材長 0.613 

σ1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 21.48 

Ｚ1 mm3 扉板の断面係数 1.35×104 

τ1 N/mm2 扉板のせん断応力度 0.21 

Ｑ1 kN 扉板のせん断力 1.86 

ｈ1 mm 単位幅当たり高さ 1000 

ｔ1 mm 扉板の厚さ 9 

芯材 

ｗ ss2 kN/m 
芯材に作用する単位長さ当たりの水平方

向の等分布荷重 
3.73 

Ｂ４ m 荷重の載荷幅 0.612 

Ｍ2 kN・m 芯材の曲げモーメント 1.08 

Ｌ４ m 芯材の部材長 1.520 

Ｑ2 kN 芯材のせん断力 2.83 

σ2 N/mm2 芯材の曲げ応力度 9.39 

Ｚ2 mm3 芯材の断面係数 1.15×105 

τ2 N/mm2 芯材のせん断応力度 0.51 

ｈ2 mm 荷重負担幅 612 

ｔ2 mm せん断抵抗部材の厚さ 9 
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表 4.4－6(2) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

35 

外部縦柱 

ｗｈ２ kN/m 
外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水

平方向の等分布荷重 
4.63 

Ｂ５ m 外部縦柱スパン 1.520 

Ｍ3 kN・m 外部縦柱の曲げモーメント 14.78 

Ｌ５ m 外部縦柱全長 2.527 

Ｑ3 kN 外部縦柱のせん断力 11.70 

σ3 N/mm2 外部縦柱の曲げ応力度 44.25 

Ｚ3 mm3 外部縦柱の断面係数 3.34×105 

τ3 N/mm2 外部縦柱のせん断応力度 5.80 

ｈ3 mm 外部縦柱のウェブ高 224 

ｔ3 mm 外部縦柱のウェブ厚 9 

水密扉戸

当り用支

柱 

Ｓｓ 2 kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震

動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 
26.46 

Ｓｓｖ kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震

動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 
11.76 

ｗｈ３ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ

当たりの水平方向の等分布荷重 
13.15 

Ｗｈ kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向

の荷重 
32.89 

Ｌ１ m 水密扉戸当り用支柱全長 2.500 

Ｗ１ kN 設計水平風荷重 6.43 

Ｍ４ kN・m 水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント 41.09 

Ｎ4 kN 水密扉戸当り用支柱の引張荷重 11.76 

Ｎ5 kN 水密扉戸当り用支柱の圧縮荷重 26.46 

Ｑ4 kN 水密扉戸当り用支柱のせん断力 32.89 

σ4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度 87.06 

Ｚ4 mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 4.72×105 

σ５ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の引張応力度 1.85 

Ａ mm2 水密扉戸当り用支柱の断面積 6353 

σ６ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の圧縮応力度 4.16 

τ4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱のせん断応力度 23.36 

ｈ4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 176 

ｔ4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 8 
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表 4.4－6(3) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

35 

締付 

ボルト 

Ｆ５ kN 締付ボルトに作用する荷重 17.78 

Ｎ６ kN/本 締付ボルト１本当たりに作用する荷重 2.96 

ｎ７ 本 締付ボルト本数 6 

固定 

プレート 

Ｍ５ kN・m 固定プレートの曲げモーメント 148.00 

Ｆ６ kN 固定プレートに作用する荷重 17.78 

ｎ６ 枚 固定プレートの枚数 6 

Ｌ６ mm 
固定プレート固定端から締付ボルトまで

の距離 
50 

Ｑ５ kN 固定プレートのせん断力 2.96 

σ７ N/mm2 固定プレートの曲げ応力度 14.21 

Ｚ５ mm3 固定プレートの断面係数 10417 

τ５ N/mm2 固定プレートのせん断応力度 1.18 

ｈ５ mm 固定プレートの長さ 100 

ｔ５ mm 固定プレートの厚さ 25 

外部縦柱

固定 

ボルト 

σ８ N/mm2 外部縦柱固定ボルトの引張応力度 108.39 

Ｐ１ N 
外部縦柱固定ボルト 1 本当たりに作用す

る引張力 
26556 

Ａ１ mm2 ボルトの断面積 245 

Ｍ６ kN･m 外部縦柱固定部の曲げモーメント 5.28 

Ｌ７ mm 固定端から内側のボルトまでの距離 170 

Ｌ８ mm 固定端から外側のボルトまでの距離 70 

τ６ N/mm2 外部縦柱固定ボルトのせん断応力度 19.39 

Ｑ６ N 
外部縦柱固定ボルト 1 本当たりに作用す

るせん断力 
4750 

Ｎ７ kN 外部縦柱固定部のせん断力 9.50 

ｎ８ 本 ボルトの本数 2 

アンカー

ボルト 

ＴＡ１ kN  アンカーボルト 1 本当たりの引張力 61.88 

ＱＡ１ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 8.22 

ⅤＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生する引張荷重 11.76 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 4 

ＭＡ１ kN・m 
水密扉戸当り用支柱に発生する曲げモー

メント 
41.09 

ｘｉＡ１ mm 偏心距離 0.175 

∑n・ｘｉＡ１
2 mm2 2 次モーメントの合計値 0.122 

ＳＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生するせん断力 32.89 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引

張力 

90 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せ

ん断力 

51 
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4.5 タイプⅤ 

4.5.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏

まえ選定する。 

タイプⅤのうち，扉部については，「4.1 タイプⅠ」及び「4.2 タイプⅡ」

で評価しているため，「4.5 タイプⅤ」ではパネル部（パネル板，柱，はり，

パネル芯材，アンカーボルト）及び水密扉戸当り用支柱部（アンカーボルト）を

評価対象部位とする。 

タイプⅤ水密扉リストを表 4.5－1 に示す。 

また，代表として扉部及び支柱部について，評価結果が厳しい評価対象部位を

有する「No.13,37」の耐震評価結果を示す。 

水密扉に作用する荷重の例を図 4.5－1 に示す。 
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図 4.5－1(1) 水密扉に作用する荷重の作用図（水密扉 No.13）  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位（パネル部） 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

 

ｋＵＤ 

 

アンカーボルト 建物 
（躯体） 

アンカーボルト アンカーボルト 

断面図 正面図 

パネル芯材 
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ｋ
Ｈ
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Ｈ
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図 4.5－1(2) 水密扉に作用する荷重の作用図（水密扉 No.37） 

  

（外部） （内部） 

アンカーボルト 

扉枠 

扉板 

ヒンジ 

水密扉戸当り用

支柱 

取水槽 

（躯体） 

正面図 断面図 
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表 4.5－1 タイプⅤ水密扉リスト 

水密扉 No. 扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 〇 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉  

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室）  

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉  

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉  

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉  

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉  

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北） ○ 
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4.5.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.5.2.1 荷重の組合せ 

パネル部の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

パネル部は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていな 

いことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.5.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重としてパネル部の自重を考慮する。自重は「4.5.5 評価条件」

に示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

Ｓクラス及びＣ－２クラスの地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考

慮する。Ｂクラスの地震荷重は地震力ＳＢによる荷重を考慮する。なお制御

室建物及び廃棄物処理建物に設置されるＢクラスの水密扉は保守的に基準地

震動Ｓｓによる荷重を考慮する。地震荷重は「3. 固有振動数及び設計用地

震力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとし，パネル部については

組合せ係数法を考慮する。 
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4.5.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.5.3.1 使用材料 

タイプⅤを構成するパネル部（パネル板，柱，はり，パネル芯材，アンカ

ーボルト）の使用材料を表 4.5－2 に示す。 

 

表 4.5－2 パネル部の使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 SS400 PL-12 

柱 SS400 
H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり SS400 BH-470×200×12×19 

パネル芯材 SS400 [-300×90×9×13 

アンカーボルト SS400 M20 
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4.5.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 4.5

－3 の値とする。 

 

表 4.5－3 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 

 

(2) アンカーボルトの許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，「4.5.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算定した，表 4.5－4 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 
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表 4.5－4 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 39 39 
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4.5.4 評価方法 

4.5.4.1 応力算定 

(1) パネル板 

パネル板に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとして

算定する。パネル板に作用する荷重の例を図 4.5－2 に示す。 

 

Ｍ 1＝ＧＰ・ｋＨ・（Ｌ 1・10-3）2／8 

ここで， 

Ｍ 1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

ＧＰ  ：パネル板の自重（kN/m） 

Ｌ 1 ：パネル板の短辺長さ（mm） 

ｋＨ  ：水平方向の設計震度 

 

 

 

 

 

 

図 4.5－2 パネル板に作用する荷重の例 

 

  

Ｌ１

ＧＰ・ｋＨ
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(2) パネル芯材 

パネル芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとし

て算定する。パネル芯材に作用する荷重の例を図 4.5－3 に示す。 

 

Ｍ 2＝ＧＢ・ｋＨ・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｑ 2＝ＧＢ・ｋＨ・Ｌ 2・10-3／2 

ここで， 

Ｍ 2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ 2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

ＧＢ  ：パネル芯材の自重（パネル板の自重を含む）（kN/m） 

ｋＨ  ：水平方向の設計震度 

Ｌ 2 ：パネル芯材の支持スパン（mm） 

Ｌ2

ＧＢ・ｋＨ

 

図 4.5－3 パネル芯材に作用する荷重の例 
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(3) 柱，はり及びアンカーボルト 

地震荷重を受けるはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件を定め

た解析モデルに置き換え，柱，はり及びアンカーボルトに発生する応力を応

力解析により算定し，各許容限界との比較を行う。 

評価モデル図及び評価モデルに作用する荷重の例を図 4.5－4 及び図 4.5

－5 に示す。解析に使用するプログラムは，「ＫＡＮＳＡＳ２」である。な

お，解析プログラムの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

解析に用いる部材の物性値は以下とする。 

ヤング係数  ：Ｅ＝205000(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝79000(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         （単位：㎜） 

図 4.5－4 評価モデル図  
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図 4.5－5 評価モデルに作用する荷重の例  

  

ｋＨ  

ｋＨ  

ｋＵＤ  
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(4) 水密扉戸当り用支柱部アンカーボルト（水密扉 No.37） 

アンカーボルトに生じる力は，水密扉戸当り用支柱下端の断面力を基に算

出する。アンカーボルトに作用する荷重の例を図 4.5－6 に示す。 

 

a. 水密扉戸当り用支柱に生じる曲げモーメント 

Ｍmax1’＝ｗ h・Ｌ2・Ｌ 3 

ｗｈ＝（Ｐ 1’＋Ｗ）/Ｌ 2 

Ｐ1’＝ｋＨ・（ＧＷ＋ＧＤ） 

Ｗ＝ｗ・Ｂ・Ｌ 2 

 

Ｍmax1’：扉開放時の柱に発生する最大曲げモーメント（kN・m） 

ｗｈ  ：扉開放時の柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布 

荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：柱全長(m) 

Ｌ3 ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中 

荷重にした時の作用位置(m) 

Ｐ1’ ：扉開放時の柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計 

地震荷重(kN) 

Ｗ ：扉開放時の風荷重(kN) 

ｋＨ   ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ＧＷ ：防水壁自重(kN) 

ＧＤ ：扉開放時の水密扉自重(kN) 

ｗ ：風圧力(kN/mm2) 

Ｂ ：扉開放時の受圧幅(m) 

 

b. 水密扉戸当り用支柱に生じる引張力 

Ｖtmax1’＝Ｖ 1’ 

Ｖ1’＝ｋＵＤ・（ＧＷ＋ＧＤ） 

 

Ｖtmax1’：扉開放時の柱に発生する最大引張荷重(kN) 

Ⅴ1’ ：扉開放時の柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計 

地震荷重(kN) 

ｋＵＤ ：設計鉛直震度 

ＧＷ ：防水壁自重(kN) 

ＧＤ ：扉開放時の水密扉自重(kN) 
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c. 水密扉戸当り用支柱に生じるせん断力 

Ｓmax1’＝Ｗｈ 

Ｗｈ＝Ｐ1’＋Ｗ 

 

Ｓmax1’：扉開放時の柱に発生する最大せん断力(kN) 

Ｗｈ ：扉開放時の柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｐ1’ ：扉開放時の柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計 

地震荷重(kN) 

Ｗ ：扉開放時の風荷重(kN) 

 

d. アンカーボルトの引張力 

Ｆ1’＝Ｖtmax1’／Ｎ＋Ｍmax1’・xi／Σn・xi2 

 

Ｆ1’  ：扉開放時のアンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN） 

Ｖtmax1’：扉開放時の柱に発生する最大引張荷重（kN） 

Ｎ  ：アンカーボルトの総本数（本） 

Ｍmax1’：扉開放時の柱に発生する最大曲げモーメント 

（kN・m） 

xi  ：偏心距離（m） 

Σn・xi2：2 次モーメントの合計値（m2） 

 

d. アンカーボルトのせん断力 

Ｑ1’＝Ｓmax1’／Ｎ 

 

Ｑ1’  ：扉開放時のアンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

（kN） 

Ｓmax1’：扉開放時の柱に発生する最大せん断力(kN) 

Ｎ  ：アンカーボルトの総本数（本） 

 

 

  



 

170 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5－6 アンカーボルトに作用する荷重の例 
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4.5.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界以

下であることを確認する。なお，水平及び鉛直方向の荷重が同時に作用する

部材については，組合せを考慮する。 

 

(1) パネル板 

パネル板に生じる曲げ応力度を算定し，パネル板の短期許容応力度以下で

あることを確認する。 

 

a. パネル板に生じる曲げ応力度 

σｂ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで，  

σｂ 1 ：パネル板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ1 ：パネル板の断面係数（mm3/m） 

 

(2) パネル芯材 

パネル芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，パネル芯材の

短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. パネル芯材に生じる曲げ応力度 

σｂ 2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで，  

σｂ 2 ：パネル芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：パネル芯材の断面係数（mm3） 

 

b. パネル芯材に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：パネル芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：パネル芯材のせん断断面積（mm2） 
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(3) 柱 

柱に生じる曲げ応力度，せん断応力度及び軸応力度を算定し，柱の短期許

容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

ここで，  

σｂｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3 ：柱の強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 3 ：柱の弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

b. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

ここで， 

τｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断断面積（mm2）  
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c. 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）3＝（Ｎｃ（ｔ）3・103）／Ａｇ3 

ここで， 

σｃ（ｔ）3 ：柱の軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3  ：柱の断面積（mm2） 

 

d. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式に

より算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 3/ｓｆｂｘ3 ＋σｂｙ 3/ｓｆｂｙ 3 ＋  σc（ｔ） 3/ｓｆc（ｔ） 3≦1.0 

ここで，  

σｂｘ 3  ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ3 ：柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 3  ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ3 ：柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3  ：柱の軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 3  ：柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応

力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認す

る。 

 
2 2

bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ33 ≦　f      
 

ここで， 

σｂｘ 3  ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3  ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3 ：柱の軸応力度（N/mm2）  

τ3  ：柱のせん断応力度（max（τｘ 3，τｙ 3））（N/mm2）  

ｓｆｔ 3   ：柱の短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(4) はり 

はりに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，はりの短期許容応力

度以下であることを確認する。 

a. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

ここで，  

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4 ：はりの強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 4 ：はりの弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

b. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

ここで， 

τｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断断面積（mm2） 
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c. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

ここで， 

σｃ（ｔ）4 ：はりの軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4  ：はりの断面積（mm2） 

 

d. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式

により算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ 4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

ここで，  

σｂｘ 4  ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ4 ：はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 4  ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ4 ：はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4  ：はりの軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 4  ：はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

 

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する

応力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認

する。 

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f      
 

ここで， 

σｂｘ 4  ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4  ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4 ：はりの軸応力度（N/mm2）  

τ4  ：はりのせん断応力度（max（τｘ4，τｙ 4））（N/mm2）  

ｓｆｔ 4   ：はりの短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力は，応力解析によ

り求めた支点反力を用いて算定し，アンカーボルトの短期許容荷重以下であ

ることを確認する。 

 

（Ｑ5／Ｑ 5a）2＋（Ｔ5／Ｔ 5a）2≦1.0 

 

Ｑ 5／Ｑ 5a≦1.0 

ここで，  

Ｑ 5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 5a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

Ｔ 5／Ｔ 5a≦1.0 

ここで， 

Ｔ 5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 5a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 
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4.5.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.5－5 に示す。 

 

表 4.5－5(1) 耐震評価に用いる条件 

  

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

13 

共通 
ｋＨ － 水平震度 0.98 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.97 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 

ＧＰ kN/m パネル板の自重 0.9240 

Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 550 

Ｚ1 mm3/m パネル板の断面係数 24000 

パネル芯材 

ＧＢ kN/m パネル芯材の自重 0.8130 

Ｌ2 mm パネル芯材の支持スパン 330 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 429000 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 2466 

柱 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 2.135 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 5.337 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 1350000 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 450000 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 2.001 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 5.003 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 3.130 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 11800 

はり 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 0.003000 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 0.01700 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 1989000 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 254000 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 0.07600 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 0.3820 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 5184 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 7600 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 0.07000 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 12780 

アンカー 

ボルト 

Ｑ5 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じ

るせん断力 
9 

Ｔ5 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じ

る引張力 
5 
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表 4.5－5(2) 耐震評価に用いる条件（水密扉 No.37） 

 

  

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

37 

共通 

ｋＨ ― 
基準地震動Ｓｓの水平方向の設計

震度 
1.2 

ｋＵＤ ― 
基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計

震度 
0.6 

水

密

扉

戸

当

り

用

支

柱

部 

柱 

Ｍmax1’ kN・m 
扉開放時の柱に発生する最大曲げ

モーメント 
35.13 

ｗｈ kN/m 
扉開放時の柱に作用する単位長さ

あたりの水平方向の等分布荷重 
11.24 

Ｌ2 m 柱全長 2.500 

Ｌ3 m 

柱に作用する単位長さあたりの水

平方向の等分布荷重を集中荷重に

した時の作用位置 

1.250 

Ｐ1’ kN 

扉開放時の柱に作用する基準地震

動Ｓｓによる水平方向の設計地震

荷重 

24.36 

Ｗ kN 扉開放時の風荷重 3.75 

ＧＷ kN 防水壁自重 6.0 

ＧＤ kN 扉開放時の水密扉自重 14.3 

ｗ kN/mm2 風圧力 1.71 

Ｂ m 扉開放時の受圧幅 0.875 

Ｖtmax1’ kN 
扉開放時の柱に発生する最大引張

荷重 
12.18 

Ⅴ1’ kN 

扉開放時の柱に作用する基準地震

動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震

荷重 

12.18 

Ｓmax1’ kN 
扉開放時の柱に発生する最大せん

断力 
28.11 

Ｗｈ kN 
扉開放時の柱に作用する水平方向

の荷重 
28.11 

アンカー 

ボルト 

Ｆ1’ kN 
扉開放時のアンカーボルト 1 本当

たりに生じる引張力 
53.44 

Ｎ 本 アンカーボルトの総本数 4 

xi m 偏心距離 0.175 

Σn・xi2 m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

Ｑ1’ kN 
扉開放時のアンカーボルト 1 本当

たりに生じるせん断力 
7.03 
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5. 評価結果 

水密扉の評価結果をタイプごとに表 5－1～表 5－5 に示す。パネル部の各部材ごとに

検定比が最大となる代表部材を図 5－1 に示す。水密扉及びパネル部の断面検定を行っ

た結果，発生応力度又は荷重が許容限界値以下であることから，水密扉が構造健全性を

有することを確認した。 

 

表 5－1 タイプⅠの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限

界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

24 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 62 235 0.27 

せん断 4 135 0.03 

組合せ 63 235 0.27 

ヒンジピン 

曲げ 265 345 0.77 

せん断 22 199 0.12 

組合せ 268 345 0.78 

ヒンジボルト せん断 25 375 0.07 

カンヌキ

部 

カンヌキ 

曲げ 43 205 0.21 

せん断 6 118 0.06 

組合せ 45 205 0.22 

カンヌキ 

受けピン 

曲げ 147 345 0.43 

せん断 11 199 0.06 

組合せ 149 345 0.44 

カンヌキ 

受けボルト 
引張 57 651 0.09 

アンカーボルト＊ 

せん断 4 25 0.16 

引張 4 23 0.18 

組合せ － － 0.06 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 5－2 タイプⅡの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限

界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

12 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 31 215 0.15 

せん断 3 124 0.03 

組合せ 32 215 0.15 

ヒンジピン 

曲げ 48 345 0.14 

せん断 8 199 0.05 

組合せ 50 345 0.15 

ヒンジボルト せん断 18 375 0.05 

カンヌキ

部 

カンヌキ せん断 6 20 0.30 

カンヌキ 

受けボルト 
引張 19 235 0.09 

アンカーボルト＊ 

せん断 5.1 8 0.64 

引張 5.1 30 0.17 

組合せ － － 0.44 

28 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 69 215 0.33 

せん断 6 124 0.05 

組合せ 70 215 0.33 

ヒンジピン 

曲げ 166 345 0.49 

せん断 27 199 0.14 

組合せ 173 345 0.51 

ヒンジボルト せん断 51 375 0.14 

カンヌキ

部 

カンヌキ せん断 16 20 0.80 

カンヌキ 

受けボルト 
引張 49 235 0.21 

アンカーボルト＊ 

せん断 2 22 0.10 

引張 2 20 0.10 

組合せ － － 0.02 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 5－3 タイプⅢの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限

界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

31 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 55 205 0.27 

せん断 5 118 0.05 

組合せ 56 205 0.28 

ヒンジピン 

曲げ 33 205 0.17 

せん断 17 118 0.15 

組合せ 45 205 0.22 

ヒンジボルト せん断 39 118 0.34 

カンヌキ

部 

カンヌキ 

曲げ 445 651 0.69 

せん断 15 375 0.04 

組合せ 446 651 0.69 

カンヌキ 

受けプレート 

曲げ 44 235 0.19 

せん断 1 135 0.01 

組合せ 45 235 0.20 
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表 5－4(1) タイプⅣの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

35 

扉板 
曲げ応力度 22 235 0.10 

せん断応力度 1 135 0.01 

芯材 
曲げ応力度 10 235 0.05 

せん断応力度 1 135 0.01 

外部縦柱 

曲げ応力度 45 235 0.20 

せん断応力度 6 135 0.05 

組合せ応力度 

（曲げ＋せん断） 
46 235 0.20 

水密扉戸当

り用支柱 

曲げ応力度 88 235 0.38 

せん断応力度 24 135 0.18 

組合せ応力度 

（上向き） 

（曲げ＋引張） 

－ － 0.38 

組合せ応力度 

（下向き） 

（曲げ＋圧縮） 

－ － 0.39 

組合せ応力度 

（曲げ＋せん断） 
96 235 0.41 

組合せ応力度 

（曲げ＋引張＋せ

ん断） 

（上向き） 

98 235 0.42 

組合せ応力度 

（曲げ＋圧縮＋せ

ん断） 

（下向き） 

100 235 0.43 
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表 5－4(2) タイプⅣの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

35 

締付ボルト 軸力 3 58 0.06 

固定 

プレート 

曲げ応力度 15 235 0.07 

せん断応力度 2 135 0.02 

組合せ応力度 

（曲げ＋せん断） 
15 235 0.07 

外部縦柱 

固定ボルト 

引張応力度 109 235 0.47 

せん断応力度 20 135 0.15 

アンカー 

ボルト＊ 

引張力 62 90 0.69 

せん断力 9 51 0.18 

組合せ － － 0.50 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 5－5(1) タイプⅤの断面検定結果 

水

密

扉

No. 

対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

（N/mm2） 

許容 

限界値 

（N/mm2） 

発生応力度

/ 

許容限界値 

13 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 曲げ 2 235 0.01 

パネル 

芯材 

曲げ 1 235 0.01 

せん断 1 135 0.01 

柱 

曲げ（強軸） 2 230 0.01 

曲げ（弱軸） 12 230 0.06 

せん断 1 135 0.01 

軸力 1 223 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
- - 0.08 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

16 235 0.07 

はり 

曲げ（強軸） 1 234 0.01 

曲げ（弱軸） 1 234 0.01 

せん断 1 135 0.01 

軸力 1 235 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － 0.03 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

4 235 0.02 

アンカー

ボルト＊ 

せん断 9 39 0.24 

引張 5 39 0.13 

組合せ 

（せん断＋引張） 
－ － 0.07 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 5－5(2) タイプⅤの断面検定結果 

水

密

扉

No. 

対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

（N/mm2） 

許容 

限界値 

（N/mm2） 

発生応力度

/ 

許容限界値 

37 

水密扉戸

当り用支

柱部 

アンカー

ボルト＊ 

せん断 8 27 0.30 

引張 54 72 0.75 

組合せ 

（せん断＋引張） 
－ － 0.62 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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                              （単位：㎜） 

図 5－1 検定比最大箇所（パネル部） 

：はり最大 
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